
 

2-2 
 

２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
 
 



（エネルギーイノベーションプログラム）

「戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 (STEP CCT)」戦略的石炭ガス化 燃焼技術開発 (STEP CCT)」
＜Strategic TEchnical Platform for Clean Coal Technology＞

（中間評価）

5 プロジ クトの概要説明資料 （公開）

（２００7年度～２０11年度 5年間）

（中間評価）

5．プロジェクトの概要説明資料 （公開）

2009年8月6日(木)

(独)新エネルギー・産業技術総合開発機構
環境技術開発部
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１．事業の位置付け・必要性

(1) NEDOの事業としての妥当性

【背 景】
国の戦略重点科学技術としてCCTは重要と位置付けられている。
世界をリ ドしている環境対策技術の優位性を保つともに次世代の高効率世界をリードしている環境対策技術の優位性を保つともに次世代の高効率
利用技術の基盤となる技術シーズの発掘も不可欠である。良質の石炭
資源の入手も徐々に難しくなることから、石炭適用範囲の拡大は今後の
地球環境問題やエネルギーセキュリティ－にとって重要である地球環境問題やエネルギーセキュリティ－にとって重要である。

【市場ニーズ（目的）】
・水銀対策の必要な北米の微粉炭火力の除去技術開発 将来の環境対策水銀対策の必要な北米の微粉炭火力の除去技術開発。将来の環境対策

を考慮した微量成分の分析法や挙動の解明。
・高灰融点炭やガス化効率の向上のため、次世代ガス化技術の開発。

【技術ニーズ】
・微粉炭火力での水銀排出規制(カナダ,米国)対応および環境対策技術の
世界トップの維持。世界トップの維持。

・次世代高効率ガス化のための低温ガス化技術の開発。

(ⅰ) 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
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(ⅱ) 次世代高効率石炭ガス化技術開発



１．事業の位置付け・必要性

(1) NEDOの事業としての妥当性

【抜粋】
＜技術戦略マップ2009／エネルギー分野＞

② 次世代高効率石炭ガス化技術開発② 次世代高効率石炭ガス化技術開発
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① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

１．事業の位置付け・必要性

(1) NEDOの事業としての妥当性

NEDOの中期目標（抜粋）
＜４＞環境調和型エネルギー技術分野 ①技術開発／実証
ＮＯｘ／ＳＯｘ／煤塵等、地域の環境問題への対応に関する世界トップクラ
スの技術を有している。 ･･(略) ･･石炭等の化石エネルギーの利用効率をより
一層高めることも重要・・・水銀等の微量金属の排出規制強化も重要な課
題 (略)題 ･･(略)
第２期中期目標期間においては、地域の環境問題への更なる対応、ＣＯ２問
題等地球規模の環境問題への対応 ･･･(略)

本事業は、｢水銀等の微量金属の低減技術開発｣／ＣＯ2等の環境負荷低減の
ための｢次世代高効率石炭ガス化技術」の基盤技術開発であり、世界トップ
レベルの環境技術の維持を目的にしたものであり NEDOの中期目標に適合しレベルの環境技術の維持を目的にしたものであり、NEDOの中期目標に適合し
ている。

公益性は大きいが効果の実証に至るまでのリスクも大きく 民間企業だけでは実施困公益性は大きいが効果の実証に至るまでのリスクも大きく、民間企業だけでは実施困
難でありNEDOが実施する必要性や位置付けは明確である。

公益性：環境問題、エネルギーの安定供給の解決に貢献。
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リスク：開発期間が長い。実証試験(プラント評価)のために莫大な資金が必要。



１．事業の位置付け・必要性

(2) 事業目的の妥当性

★世界の石炭消費量

1990年 44 9億ｔ

★日本の優れたCCT

（脱硝 低低温EP 湿式脱硫）

★開発中のＣＣＴ

微量成分排出抑制1990年 44.9億ｔ
2005年 58.5億ｔ

2020年 77.1億ｔ

（脱硝､低低温EP､湿式脱硫）
トリプル10

NOx  ＜ 10ppm
SO2 ＜ 10ppm

微量成分排出抑制
石炭ガス化技術
CO2固定化･貯留技術など～

2020年 77.1億 SO2 ＜ 10ppm
煤塵 ＜ 10mg/m3N日本エネルギー経済研究所(2007)

ＣＯ2を含め､環境汚染が
深刻化する可能性大

我が国の優れたCCT技術により
世界の環境問題を解決

○世界をリードする日本の環境技術の優位性を保つ
○次世代の高効率技術の基盤となる技術シーズの発掘が必要

環境問題､革新的技術開発に寄与し､国際競争力のある基礎的な技術開発の加速･推進

5

環境問題､革新的技術開発に寄与し､国際競争力 ある基礎的な技術開発 加速 推進
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１．事業の位置付け・必要性

(2) 事業目的の妥当性

革新的ゼロエミッション火力発電技術
(ⅰ) 微量物質排出削減技術
(ⅱ) 次世代高効率石炭ガス化技術(ⅱ) 次世代高効率石炭ガス化技術

３Ｅ
(ⅱ)次世代高効率石炭ガス化技術開発

ボイラボイラ

(ⅰ)石炭利用プロセスにおける微量成分
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石炭サイエンス 地球温暖化対策
水蒸気ガス化による酸素消費量
低減による高効率化石炭利用テクニカル･プラットフォーム

米国･カナダの石炭火力発電所に
対する微量成分環境規制強化
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１．事業の位置付け・必要性

(2) 事業目的の妥当性
研究開発項目① 石炭利用 セ ける微量成分 環境 影響低減手法 開発

平成17年度：CCT推進事業

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

【事前調査】

平成17年度 推進事業
石炭利用プロセスにおける微量成分に関するアジアを中心とする動向調査

平成18年度：石炭利用プロセスにおける環境への影響低減手法の調査
挙動解明に係る調査／計測・分析手法に係る調査／高度除去技術に係る調査

データベース

微量成分 分析法

JIS化、ＩＳＯ化
微量成分

分析データ 登録

微量成分分析法
標準化

標準石炭サンプルバンク

脱硝
乾式EP

脱硫 湿式EP
煙
突

ボ
イ
ラ

金属Hg

金属Hg
高度除去技術の主な開発課題

標準石炭サンプルバンク

サ ク
活用・充実

石炭粒子

HgCl2

PM（灰粒子）

付着

ｽﾌﾟﾚ
ﾉｽﾞﾙ

金属Hg　　HgCl2

　脱硝触媒

溶解
HgCl2

③ 溶液への水銀吸収特性の解明

炭種の影響
米国炭

石炭 反応過程の知見 除去技術排煙処理設備

標準石炭サンプルの保管状況
(保管場所:産総研(AIST))

標準石炭試料 ② 水銀の灰への付着挙動の解明 ④ 廃水処理技術の開発① 高性能Hg酸化触媒の開発

微量成分の挙動解析に不足している項目

含有量 含有形態 揮発化 酸化反応 凝縮
脱硝
装置

電気
集塵器

湿式脱硫
装置

水銀 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
セレ

○ × ○ ○ × × × × ×

石炭 反応過程の知見 除去技術
評価手法

排煙処理設備
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ン
○ × ○ ○ × × × × ×

ホウ素 ○ × ○ ○ × × × × ×
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１．事業の位置付け・必要性

(2) 事業目的の妥当性

平成16～18年度：次世代高効率石炭ガス化発電プロセスの開発に関する調査

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発
【事前調査】

可採埋蔵量 9,091億ﾄﾝ
(WEC 2004)

石炭生産量
(IEA2005)

49.72億ﾄﾝ

微粉炭火力適
合炭種

ガス化
炭種拡大

大

52.7%47.3%

9 05億ﾄﾝ

億ﾄﾝ
炭種拡大

燃
料
比

瀝青炭･無煙炭

高品位炭
褐炭･亜瀝青炭

低品位炭
9.05億ﾄﾝ

高品位炭低品位炭
EAGLE炉（現状）

小 高品位炭低品位炭

灰溶融温度 （℃）

小

低 高

生成
ガス 低品位炭(高水分炭)噴流床ガス化 流動層ガス化

灰溶融しない
→ 低温ガス化

高水分対応
水蒸気ガス化

微粉炭

ガス

クエンチ
ガス高灰融点炭

には不向き

低品位炭(高水分炭)

・資源量が豊富
・利用が少ない

(高効率利用が困難)

噴流床ガス化

8

→水蒸気ガス化
微粉炭
微粉炭

(高効率利用が困難)
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２．研究開発マジメント

(1) 研究開発目標の妥当性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

(1)微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

① ガス状物質の一部は公定法が存在せず、
固体の石炭は､国際規格ISO､国内規格JISとも存在せず､

実施者によ て異なる手法を用いているのが現状である実施者によって異なる手法を用いているのが現状である。
標準化を目的とした分析技術の課題の整理と解決を目指す。

② 微量成分の分析データを加えてデータベースの拡充を図り、規格化に

(2) 高度除去技術

② 微量成分の分析デ タを加えてデ タベ スの拡充を図り、規格化に
資するデータの蓄積を行う。

[最終目標（平成２２年度）]
目標値 ：石炭火力発電設備の煙突出口濃度3μg-Hg/kWh

(2) 高度除去技術

設定根拠：カナダの石炭火力発電所向け基準(世界的に最も厳しい排出基準)
への対応技術を開発しておく必要性から設定。

[中間目標（平成２０年度）]
石炭火力発電設備 煙突出口濃度3 H / Whに向けた除去システム 選定
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石炭火力発電設備の煙突出口濃度3μg-Hg/kWhに向けた除去システムの選定

２．研究開発マジメント

(1) 研究開発目標の妥当性

(3) 石炭多消費国向け除去技術の開発 現在：委託先 公募中

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

（平成２３年度）
目 標 ：石炭多消費国向けの除去技術を開発する。
設定根拠：国連環境計画（UNEP）において 排出の抑制や輸出入の規制を

(3) 石炭多消費国向け除去技術の開発 現在：委託先 公募中

設定根拠：国連環境計画（UNEP）において、排出の抑制や輸出入の規制を
目的とした条約制定の決定や2013年の調印を目指した交渉が始
まるなど、排出抑制に対する国際的な枠組みへの対応を視野に
設定。

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

設定。

[最終目標（平成２３年度）]
目標値 ：ガス化温度900℃以下のガス化プロセスの開発
設定根拠：発電効率65％以上 (送電端)を成立させるための設定根拠 発電効率65％以上 (送電端)を成立させるための

石炭ガス化条件
[中間目標（平成２０年度）]

ガス化温度900℃以下のガス化プロセスの開発に向けたプロセス選定
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ガス化温度900℃以下のガス化プロセスの開発に向けたプロセス選定
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２．研究開発マジメント

(2) 研究開発計画の妥当性

1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

① 分析技術は ガスとして存在する物質の一部は公定法が存在せず 固体① 分析技術は､ガスとして存在する物質の一部は公定法が存在せず､固体
の石炭は､国際規格ISO､国内規格JISとも存在せず､実施者によって異
なる手法を用いているのが現状である。したがって､精度､再現性､さら
に運用面で種々の問題が起きているため これらの標準化を目的としたに運用面で種々の問題が起きているため､これらの標準化を目的とした
分析技術の課題の整理と解決を目指す。

② 今後､国際的な標準化として認定されるように､微量成分の分析データ
を加えてデータベースの拡充を図り、規格化に資するデータの蓄積を
行う。

2) 高度除去技術2) 高度除去技術

① 高精度なサンプリング､分析技術を踏まえ､石炭火力発電設備の煙突
出口濃度3μg-Hg/kWh を目標値とする高度微量成分除去技術を開
発する発する。

② 各種調査を踏まえて､ラボ試験､小型炉燃焼試験などで炭種･運用条件
等の影響に関する試験などを行い､大型燃焼炉や排煙処理試験装置等

11

等の影響に関する試験などを行い､大型燃焼炉や排煙処理試験装置等
における除去方式の選定や操作条件などの検討を行う。

２．研究開発マジメント

(2) 研究開発計画の妥当性
研究開発項目① 石炭利用 セ ける微量成分 環境 影響低減手法 開発研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

微量成分分析機
高精度分析手法の標準化

分析

分析手法の確立
標準石炭サンプルの保管状況ガス状のホウ素･セレン：

分析
前処理法

国際標準化
の委員会へ

分析法標準化 促進(必要条件)

・微量成分挙動
解明

標準石炭サンプルの保管状況
(保管場所:産総研(AIST))測定法の精度評価､改良

とDB拡充

固体の石炭：微量成分の
拡充 規格化 資

微量元素の
挙動解明

高度除去技術の主な開発課題

の委員会へ
の提言

解明
・除去技術開発

金属Hg

DB拡充､規格化に資する
データの蓄積

脱硫 湿式EP
煙
突金属Hg

高度除去技術の主な開発課題

乾式EP脱硝

金属Hg

ボ
イ
ラ

金属H H Cl H Cl

除去技術の開発

石炭粒子

付着

ｽﾌﾟﾚ
ﾉｽﾞﾙ

脱硝触媒

溶解

金属Hg HgCl2

H Cl

③溶液への水銀吸収特性の解明炭種の影響
米国炭

HgCl2

12

PM(灰粒子） HgCl2

④廃水処理技術の開発①高性能Ｈｇ酸化触媒の開発 ②水銀の灰への付着挙動の解明
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２．研究開発マジメント

(2) 研究開発計画の妥当性

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

高温ガス配管

噴流床ガス化技術

石炭の部分燃焼による高温場で

圧縮機 GT G
乾式

ガス精製

高温ガス用GT高温集塵

脱ハロゲン

石炭の部分燃焼による高温場で
石炭ガス化、灰の溶融・排出

水
蒸
気
ガ

部
分
酸

ガス化
触媒

生成ガスの発熱量が低下
溶融灰からの熱回収が困難

排熱回収ボイラ

ガ
ス
化
炉

分
酸
化
炉

石炭チャー

酸
素

GST水蒸気

高効率化への大きな障害

ガス化剤に酸素を使用
酸素製造 多大な所内動力を消費 本プロジェクトの範囲酸素製造：多大な所内動力を消費

低温水蒸気ガス化や触媒ガス化などの新たなガス化プロセスに向けて、次の研究開発を行なう。

(1)低温ガス化 ：流動層ガス化､水蒸気ガス化の基礎プロセスの開発。
(2)触媒ガス化 ：低温ガス化に必要な低コストの触媒の探索および開発
(3)炉内流動解析：高速に移動する流動媒体の伝熱･流動などの解析

13

(3)炉内流動解析 高速に移動する流動媒体の伝熱 流動などの解析
(4)システム検討：高効率化を達成可能なシステムの最適化と効率の検討
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２．研究開発マジメント

(2) 研究開発計画の妥当性
研究開発スケジ ルと実施内容

H24年度
当初 補正 現状 補正含

戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 561 ( 499 ) 818 ( 1,317 )164

H23年度 合計金額H19年度

92

H22年度

１ 石炭利用プロセスにおける微量成分の

H21年度H20年度

研究開発スケジュールと実施内容 (金額：百万円)

284 ( 499 ) 474 ( 973 )

43 ( 27 ) 84 ( 111 )
・コールバンクの拡充

・石炭中微量成分の分析手法の
　　　　　　規格化に資するデータ蓄積

ガ 状微量成分の高精度分析手法の開発

130

24

１．石炭利用プロセスにおける微量成分の
　　　　　　　環境への影響低減手法の開発

(1)微量成分の高精度分析手法に資するデータ蓄

60

17

・ガス状微量成分の高精度分析手法の開発
･排ガス内のホウ素、セレンの挙動の調査
・国連環境計画の水銀・石炭
　　パートナーシップへの対応

241 ( 332 ) 390 ( 722 )
・ラボ試験
・小型燃焼炉試験

106(2)高度除去技術 44

小型燃焼炉試験
・大型燃焼炉試験
　　　　　　H22年度前倒し分 ( 232 )
　　　　　　追加分：石炭多消費国炭 ( 100 )

・廃水処理技術の開発

－ ( 140 ) 0 ( 140 )

・水銀シミュレータの開発

(3)石炭多消費国向け除去技術の開発

公募中

H21年度 補正予算
による追加項目

・水銀シミュレータの開発

・石炭多消費国向けの除去技術の開発

278 - 344 ( 344 )

・水蒸気ガス化およびチャー燃焼の基礎研究
・常圧ホットモデルによる熱分解炉検討

32 34２．次世代高効率石炭ガス化技術開発

(1)低温ガス化

公募中

・常圧ラボスケール熱分解ホットモデル試験

・触媒ガス化の基礎特性および実用的な触媒探索
・ケミカルループを用いたCaの触媒的利用ガス化技術

・コールドモデルによる大量粒子循環システムの開発

高速高濃度粒子循環の評価のためのシミ レ シ ン

(2)触媒ガス化

(3)炉内流動解析

14

・高速高濃度粒子循環の評価のためのシミュレーション

・効率化を達成可能なシステムの最適化と効率の検討

(4)システム解析
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２．研究開発マジメント

(3) 研究開発実施者の事業体制の妥当性

研究開発実施者：公募により決定 (平成19年6月15日～7月17日)

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

プロジェクトリーダー
大木 章 教授 (鹿児島大学)

ＮＥＤＯ

出光興産(株)
3 ガス状微量成分

委託 委託

(財)石炭エネルギー
センター

委託

(財)電力中央研究所
3 ガス状微量成分の高精

バブコック日立(株)
1 ラボ試験

委託

3.ガス状微量成分
の高精度分析手
法の開発
・分析手法の実ガス

への適用性評価
ガス状ホウ素分析

センター
1.コールバンクの拡充
2.石炭中微量成分の分
析手法の規格化に資
するデータ蓄積

3.ガス状微量成分の高精
度分析手法の開発

･ガス状セレンの吸収剤の
選定

・最適サンプリング手法の
構築

1.ラボ試験
2.小型炉燃焼炉試験
3.大型燃焼･排煙処理装置
4.ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾂｰﾙ開発

・ガス状ホウ素分析
手法のISOへの提案

・国連環境計画の水
銀･石炭パートナー
シップへの対応

するデータ蓄積

(独)産業技術総合研究所
1 コ ルバンクの拡充

共同実施

構築
・ ガス状ホウ素分析手法の

ISOへの提案
・国連環境計画の水銀･

石炭パートナーシップへ
の対応 鹿児島大学

再委託

1.コールバンクの拡充
2.石炭中微量成分の分
析手法の規格化に資
するデータ蓄積

の対応 鹿児島大学
・廃水処理技術の開発

(1)微量成分の高精度分析手法の
標準化に資するデータ蓄積 (2) 高度除去技術

15
(3) 石炭多消費国向け除去技術の開発 公募中 (平成21年7月24日～8月24日)
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２．研究開発マジメント

(3) 研究開発実施者の事業体制の妥当性

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

研究開発実施者：公募により決定 (平成19年6月15日～7月17日)

ＮＥＤＯ プロジェクトリーダー
林 潤一郎 教授 (九州大学)

委託委託

(財)石炭エネルギーセンター(株)ＩＨＩ

委託

(独)産業技術総合研究所 (財)石炭エネルギーセンター

2.触媒ガス化 (ケミカルループ)

(株)ＩＨＩ
1.低温ガス化
2.炉内流動解析
3.システム解析

(独)産業技術総合研究所
1.低温ガス化
2.触媒ガス化 (ケミカルループ)
3.炉内流動解析
4 システム解析

再委託 再委託

4.システム解析

大阪大学
・高速高濃度粒
子循環の評価
のためのシ

東京大学
・コールドモデ
ルによる大量
粒子循環シス

九州大学
・触媒ガス化の
基礎特性およ
び実用的な触

東北大学
・触媒ガス化の
基礎特性およ
び実用的な触

北海道大学
→ 九州大学

・水蒸気ガス化お
よびチャ 燃焼

群馬大学
・触媒ガス化の
基礎特性およ
び実用的な触

16

のためのシ
ミュレーション

粒子循環シス
テム開発

び実用的な触
媒探索

び実用的な触
媒探索

よびチャー燃焼
の基礎研究

び実用的な触
媒探索
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２．研究開発マジメント

(3) 研究開発実施者の事業体制の妥当性

全体計画（1回／年）

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

全体計画（1回／年）
PJ全体の計画、進捗を確認する

プロジェクトリーダー ：大木 教授（鹿児島大学）
開発責任者 ：藤原 所長（出光興産）開発責任者 ：藤原 所長（出光興産）
NEDO

推進会議（4回／年）
事業の計画､進捗､関連情報の交換
出光興産 電力中央研究所 石炭エネルギーセンター 産業技術総合研究所出光興産､電力中央研究所､石炭エネルギーセンター､産業技術総合研究所
オブザーバー：NEDO､IHI､岡山大学

ISO化の可能性調査（委員会､3回／年）
ホウ素､セレンのISO化､JIS化の提案書作成､審議提案
産業環境管理協会

外注委託

17

産業環境管理協会

２．研究開発マジメント

(3) 研究開発実施者の事業体制の妥当性

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

検討委員会（２回/年計画）
第三者で構成され､NEDOとともに研究の方向､計画､成果を審議する。第三者で構成され､ とともに研究 方向､計画､成果を審議する。
委員長：持田 勲 特任教授(九州大)

三浦 孝一 教授(京都大)､岡崎 健 教授(東工大)
守富 寛 教授 (岐阜大)､梅景 俊彦 教授(九州工大)
白井 裕三(電中研)､有森 映二(JPOWER)

ワーキンググループ会議（5～7回/年）
各委託先 再委託先及びNEDOによる研究開発成果 進捗状況各委託先､再委託先及びNEDOによる研究開発成果､進捗状況
の討議､確認
（委託先内にプロジェクトマネージャを設置：IHI）
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２．研究開発マジメント

(4) 情勢変化への対応等

(1) 「Cool Earth －エネルギー革新技術計画」 策定
(平成20年3月5日)

平成19年５月 総理のイニシアティブ「美しい星５０（クールアース５０）」平成19年５月､総理のイニシアティブ 美しい星５０（ク ルア ス５０）」
が発表され､「世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して2050年までに
半減する」という長期目標を提案。

・国境を超えた汚染の広がりが懸念される水銀について、排出の抑制や輸出入

(2) 国連環境計画(UNEP)「水銀排出の抑制や輸出入の規制条約」
(平成21年2月20日)

国境を超えた汚染の広がりが懸念される水銀について、排出の抑制や輸出入
の規制をするための条約を制定することが2009年2月20日決定。

・国連環境計画(UNEP)の管理理事会(約１５０カ国が参加ナイロビ)で、2013年
の調印をめざして交渉を始めることで合意

・中国、インドも水銀に対象を絞った条約の制定に向けた委員会設置を受入。

(3) 基本計画の変更
「研究開発項目①「石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発 に

国連環境計画（UNEP）において、排出の抑制や輸出入の規制を目的とした条約
制定の決定や2013年の調印を目指した交渉が始まるなど 排出抑制に対する

「研究開発項目①「石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発」に
「(3) 石炭多消費国向け除去技術の開発」を追加 」 (平成21年7月)

19

制定の決定や2013年の調印を目指した交渉が始まるなど、排出抑制に対する
国際的な枠組みへの対応を視野に設定した。（平成21年度補正予算による）

事業原簿 3.情勢変化への対応 45頁

4．プロジェクトの概要説明
(2) ｢研究成果｣ ｢実用化の見通しについて｣(2) ｢研究成果｣､｢実用化の見通しについて｣

研究開発項目①

石炭利用プロセスにおける微量成分の
環境への影響低減手法の開発

研究開発項目①

環境への影響低減手法の開発

20



１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

「社会的・経済的背景」

石炭を取りまく環境問題

Phase1 NOx SOx 煤塵 酸性雨

★我が国の環境基準、排出基準

規制項目

排水（排煙脱硫装置より） 石炭灰

環境 排出基準 排出基準 埋立基準 埋立地のPhase1 NOx、SOx、煤塵…酸性雨
Phase2 CO2、CH4、N2O…地球温暖化
Phase3 Hg、B、Se…微量成分

規制項目 環境

基準

排出基準

(有害物質）

排出基準

(その他）

埋立基準

（遮断型）

埋立地の

地下水基準

ｶﾄﾞﾐｳﾑ(Cd)

鉛(Pb)

六価ｸﾛﾑ（Cr6+）

砒素(A )

0.01

0.01

0.05

0 01

0.1

0.1

0.5

0 1

0.3

0.3

1.5

0 3

0.01

0.01

0.05

0 01

国連 欧米を中心に微量成分問題に

砒素(As)

総水銀(Hg)

ｱﾙｷﾙ水銀

ｾﾚﾝ（Se)

フッ素（F)

0.01

0.0005

不検出

0.01

0.8

0.1

0.005

不検出

0.1

15（海域）
8 （海域以外）

0.3

0.005

不検出

0.3

0.01

0.0005

不検出

0.01

0.8

国連、欧米を中心に微量成分問題に
関心が高まる
炭種によって輸入できない石炭もある

ホウ素（B)

亜鉛（Zn)

溶解性鉄（Fe)

溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ

1

8 （海域以外）

230 （海域）
10 （海域以

外） 2

10

10

1

溶出による基準値

将来的に良質な石炭資源の入手が難しく

溶解性ﾏﾝｶ ﾝ
（Mn)

ｸﾛﾑ（Cr）

銅(Cu)

2

3

p
m

]

5

6

輸入炭のセレン濃度将来的に良質な石炭資源の入手が難しく
なることから微量成分の観点でのエネル
ギー・セキュリティーの確保に寄与する技
術開発が必要 中

含
有

量
[p

p
2

3

4

5
輸入炭のセレン濃度
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術開発が必要

炭種

石
炭

中

0

1

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T U V W X Y Z

１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

微量成分分析機
高精度分析手法の標準化

分析

分析手法の確立
標準石炭サンプルの保管状況ガス状のホウ素･セレン：

分析
前処理法

国際標準化
の委員会へ

分析法標準化 促進(必要条件)

・微量成分挙動
解明

標準 炭サンプ 保管状況
(保管場所:産総研(AIST))測定法の精度評価､改良

とDB拡充

固体の石炭：微量成分の
拡充 規格化 資

微量元素の
挙動解明

高度除去技術の主な開発課題

の委員会へ
の提言

解明
・除去技術開発

金属Hg

DB拡充､規格化に資する
データの蓄積

脱硫 湿式EP
煙
突金属Hg

高度除去技術 な開発課題

乾式EP脱硝

金属Hg

ボ
イ
ラ

金属H H Cl H Cl

除去技術の開発

石炭粒子

付着

ｽﾌﾟﾚ
ﾉｽﾞﾙ

脱硝触媒

溶解

金属Hg HgCl2

H Cl

③溶液への水銀吸収特性の解明炭種の影響
米国炭

HgCl2
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PM(灰粒子） HgCl2

④廃水処理技術の開発①高性能Ｈｇ酸化触媒の開発 ②水銀の灰への付着挙動の解明
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１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

「事業目的の妥当性－微量成分研究の方向性」

微量成分は未知な研究分野のため 優れた除去技術開発には下記が必要微量成分は未知な研究分野のため、優れた除去技術開発には下記が必要
・ 我が国で使用される石炭中の含有量のデータ蓄積
・ 国際標準化された分析・測定技術
・ 利用システムにおける挙動の解析技術・ 利用システムにおける挙動の解析技術

微量成分の対策技術開発ステップ

挙動の解析理解

STEP1 STEP2 STEP3

除去 対策
データ蓄積

微量成分の対策技術開発ステップ
日本で利用

分析・測定
挙動の解析理解 除去・対策

技術 海外で利用

その他 未着手

Hg 終了 終了 開発中
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その他 未着手

１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

「事業目的の妥当性－ ２. 石炭中の微量成分分析」

• マイクロ波照射酸処理法＋ICP-AES/MS
– ふっ酸を使わなくても多くの微量金属の定量分析

・ マイクロ派照射酸処理法+ICP-AES/MS
－フッ酸を使わなくても多くの微量金属の

乾式酸化分解法

従来の石炭処理法の問題点

を可能とした
フッ酸を使わなくても多くの微量金属の
定量分析を可能とした乾式酸化分解法

(燃焼により石炭を灰化、アルカリにより灰を溶融し、硝酸で溶解）

湿式酸化分解法
(HClO4 ,HCl, HF,H2SO4､H3BO3等複数の酸を用い石炭を完全に分解）

感度→低
効率→低

マイクロ波支援分解法
Laitinen Lachas Rodushkin ら

HNO3+HCｌ+HF
HNO3+HCｌO4+HF

IPC-AES(OES):誘導結合プラズマ発光分光分析
Inductively coupled plasma atomic emission 
spectrometry (optical emission

従来の分解用試薬：
Laitinen, Lachas, Rodushkin ら
が提案した新たな分解用試薬：

HNO3/H2O2/minute HF

spectrometry (optical emission 
spectrometry)

ICP-MS:誘導結合プラズマ質量分析
Inductively coupled plasma mass 
spectrometry

・強酸（フッ酸）が必須
・腐食の問題、感度が低い
・分析時の塩素の干渉

マイクロ波加熱を援用したフッ酸
を用いない穏和な処理法の確立

HNO3/H2O2 or HNO3

分析法の国際標準化

・ISO提案

産総研の分析手法
・ マイクロ波加熱を応用したマイルドな処理法（低環境負荷）
・ 各国法より優位な高感度分析が可能
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ISO提案各国法より優位な高感度分析が可能
・ 国際標準法としてＩＳＯ提案



１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

・石炭中のセレン(Se)、ホウ素(B)は水銀と同様に揮発性が高く、石炭燃焼過程中で
ガス状に揮発した後 一部は灰の表面に濃縮し 一部は 後段の湿式脱硫装置で

「事業目的の妥当性－３．ホウ素、セレン（１）」

ガス状に揮発した後、 部は灰の表面に濃縮し、 部は、後段の湿式脱硫装置で
捕捉される。

・ホウ素、セレンは、灰表面からの溶出の問題、排水処理性能の問題が知られてい
る。

温度低下

ボイラ 排煙脱硫EP

揮発性：低

揮発性：中

揮発性：高 排煙

Hg F

る。

ボイラ 排煙脱硫

煙突

石炭

EP揮発性：高 排煙

石膏 煙突

Cr Cd Pb As

石膏、
排水灰

FB
・国内、国外の公定法に
存在しない。

ホウ素(B)

SeZn B Hg HgSe
国内、国外ともに
公定法が存在す

セレン(Se)

存在しない。
・従来慣用的に用いられて
いる吸収液により、比較的
高精度な測定が可能。
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将来のエネルギー・セキュリティー確保に向けた多炭種対応には
ホウ素、セレンの対策技術が必要 → まずは分析・測定技術の開発

公定法が存在す
るが、十分な精度
が得られない。

１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

事業目的の妥当性－分析・測定のポイント」

石炭中微量成分とガス状ホウ素(B)､セレン(Se)の分析・測定技術開発のポイント
一部はガス状のまま、
湿式脱硫装置へ

ガス状の
微量成分

燃焼

蒸発

固体

蒸発

固体

ガス状の微量物質
蒸発

固体

ガス状の
微量物質

燃焼での蒸発、
灰粒子の生成 ガス状の微量成分を溶液に吸収させる石炭と無機成分

固体

液体Minerals

C
O -Na+

OH

OH
C

石炭と無機成分

液体

固体

Minerals

C
O--Na+

OH

OH
C

石炭と無機成分

液体

固体

一部は、
灰に

石炭中の微量元素

灰粒子の生成 ガス状の微量成分を溶液に吸収させる

吸収液、
ガス配管

石炭と無機成分石炭と無機成分石炭と無機成分

ポイント １

固体を採取 固体を採取

石炭の灰石炭の灰

吸収液と、ガス配管の前処理

ポイント ２

ICP AES(OES) 誘導結合プラズマ発光分光分析

固体試料の分解・溶液化

ガス状微量物質の
サンプリング・前処理
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※：ホウ素(B)はICP-MS、セレン(Se)は原子吸光
分析法で溶液中の濃度測定を行う

--

固体（石炭・石炭灰）の
微量成分分析

ICP-AES(OES)：誘導結合プラズマ発光分光分析
Inductively coupled plasma atomic emission 
Spectrometry (optical emission spectrometry)

ICP-MS：誘導結合プラズマ質量分析
Inductively coupled plasma mass spectrometry

サンプリング 前処理



１．事業の位置付け、必要性

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

除去技術開発の試験装置

H 連続CO SO

ラボ試験装置 小型燃焼炉試験装置 大型燃焼炉試験装置

6m3N/h

IDF可搬型AQCS（追設）

排ガス循環ライン

Hg連続
モニタ

CO2，SO2

モニタ

脱硫
脱硝反応管

SO3発生器
（管状炉/500℃）

250℃

ﾏｽﾌﾛｰ

H2SO4

N2

CO2

H2O＋HCｌ

触媒 集塵 脱硫G/C
石炭

空気/O2

AAP

５０００□６００

石炭

火炉

O2

酸素供給ライン

火炉

電気
集塵機

脱硫
装置

排ガス（CO2）
循環ライン

GRF

脱硝
触媒

GGH

A/H

煙突

電気炉
（max.500℃）

HCl＋水蒸気
発生器

（300℃）

N2

0発生器
Hg

反応管
（I.D.35×L700mm）

排気

灰ホルダ

ﾏｽﾌﾛｰ

CO2

Hg酸化触媒
（400℃）

Air

ﾏｽﾌﾛｰ

HCl ガスサンプリング

SO2モニタ

250℃

ﾏｽﾌﾛｰ

O2

N2

2%NO

SO2

CO2

バーナ

触媒

循環ライン

排煙処理 火炉

Hg0発生器
(ｳｫｰﾀｰﾊﾞｽ/17℃)

Hg0,Hg2+測定

SO3測定
HCl測定

ガスサンプリング

集塵

脱硫

G/C
脱硝
触媒

電気

電気炉
（反応部）

脱硫
装置

集塵機
模擬ガス
発生部
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模擬ガス 石炭燃焼排ガス
H19～20年度使用 H21年度～ 使用
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3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（１） 目標達成度

項目 最終目標 中間目標 成果
中間目標
に関する
達成状況

全体としての
目標達成

石炭 石炭 石炭コールバンク
の拡充

石炭データ：
109炭種

微量データ：
109炭種

石炭データ：
100炭種

微量データ：
40炭種

石炭データ：
100炭種

微量データ：
40炭種

○
順次分析

実施
109炭種 40炭種 40炭種

石炭中微量
成分の分析手
法の規格化

ISO規格提案 ISOガイダン
ス提案

ISOガイダンス
提案終了
ガイダンスと

○
ISO本規格
提案準備中法の規格化 ガイダンスと

して受理
提案準備中

ガス状ホウ
素・セレンの

ISO規格提案
JIS規格提案

ホウ素分析
手法のISO

ホウ素分析手
法の新規提案

○
ISO規格提案素 セレンの

規格化
JIS規格提案 手法のISO

新規提案
法の新規提案
終了

○
ISO規格提案

準備中

記号 ○ は、中間目標が達成済みであることを示す
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記号 ○ は、中間目標が達成済みであることを示す



3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（２） 成果の意義

特性 効果

データベースと試料の提供により
－国際競争力のある基礎的な技術

開発の加速
技術シ ズの発掘に資する

コールバンクの
拡充

石炭109炭種のデータベース
微量成分109炭種のデータベース
石炭試料の提供

－技術シーズの発掘に資する

微量成分の分析精度の向上

石炭試料の提供

微量成分の分析精度の向上
－我国の手法が国際標準となるこ

とで技術開発の競争力強化に資
する

石炭中微量成分の
分析手法の規格化

国際標準化に資する

－標準化により我国の手法が
普及するガス状ホウ素・ 普及する

－ホウ素・セレンの燃焼時の挙動
解明に資する

－ホウ素・セレンの対策技術開発

ガス状ホウ素
セレンの

高精度分析手
法の開発

国際標準化・国内標準化に
資する
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素 セ ン 対策技術開発
に貢献

法 開発
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3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（３） 標準化の取組 (4) 成果の普及

１．コールバンクの拡充

（１）コールバンクデータベース登録ユーザ数：４０７ユーザー
（２）試料提供件数

平成１７年度 ： ２２０検体 平成１８年度 ： １８１検体
平成１９年度 ４ ８検体 平成２０年度 ２０２検体

２ 石炭中微量成分の分析手法の規格化

平成１９年度 ： ４５８検体 平成２０年度 ： ２０２検体
・普及方法 JCOALのホームページ上で関連研究者向けに公開中。

２．石炭中微量成分の分析手法の規格化

（１） ＩＳＯ２３３８０：２００８ ”Selection of methods for the determination of
trace elements in coal”, October 2, 2008. (2008年10月2日付 発行)

（２） ISO/TC27 “S lid i l f l ”技術委員会において 本プロジ クトで標準化

３．ガス状ホウ素・セレンの高度分析手法の開発

（２） ISO/TC27 “Solid mineral fuels”技術委員会において、本プロジェクトで標準化
活動を行った石炭中微量元素の分析ガイダンスが発行された（２００９）

（１） ガス状ホウ素測定法をISOのNWIに提案。（２００８）
（２） ガス状セレン測定法の国際標準化に向けた準備を実施。（２００９）

状 素 高度分析手 開発
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・普及方法 ISOのホームページ上で、発行されたガイダンスや、提案状況は公開中。



3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（５） 成果の最終目標の達成可能性

項目 最終目標
達成見
込み

課題と進捗項目 最終目標
込み

課題と進捗

コールバン
クの拡充

石炭データ：
109炭種

微量デ タ ○

コールバンクのデータベースのさらなる拡充を目指
し、コールバンクの既存一般分析に加えて、産総研法
による微量成分分析を行いデ タベ スの更なる拡微量データ：

109炭種

○ による微量成分分析を行いデータベースの更なる拡
充を産総研との共同実施にて進める。

石炭中微
量成分の

ISO規格提案 AIST法による国際標準の確立のために、国際ラウ
ンドロビンテスト等を通じ 精度 再現性 操作性等量成分の

分析手法
の規格化

○

ンドロビンテスト等を通じ、精度、再現性、操作性等
の検証を順次進める。
必要な他の組織とも共同して、石炭中微量成分の

分析方法の標準規格制定（ISOまたはJIS）に向けた分析方法 標準規格制定（ または ）に向けた
作業を継続する。

ガス状ホウ
素・セレン

ISO規格提案
JIS規格提案

ガス状ホウ素の測定法に関しては、NWIが採択され
た場合、採択されなかった場合のそれぞれの対応を
行うとともに 日本工業規格（JIS） 提案に向けの規格化

○
行うとともに、日本工業規格（JIS）への提案に向けて、
必要なデータを蓄積し、規格化を目指す。

ガス状セレンの測定法については、データを蓄積し、
開発した測定法を平成23年度までにISOへの提案を
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開発した測定法を平成23年度までにISOへの提案を
図る。
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４．実用化の見通しについて

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（１） 成果の実用化可能性
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

公開 普 ）

コールバンクの拡充

公開（普及）

公開（普及） 検討微量成分データベース109炭種

石炭データベース100炭種

＋9炭種

石炭中微量成分の
分析手法の規格化

公開（普及）、検討微量成分データベース109炭種

NWI提案

分析手法の規格化
（ISO）

ガイダンス受理（一部利用可）

本規格化（普及）

ガス状ホウ素・
セレンの高精度

分析手法の開発

ホウ素
ISO

JIS

NWI提案 ガイダンス

提案 規格化（普及）

本規格化（普及）

分析手法の開発
JIS

セレン
ISO

JIS

挙動解析

提案

NWI提案

提案

規格化（普及）

規格化（普及）

規格化（普及）
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挙動解析

除去技術開発
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４．実用化の見通し

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(1) 微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積

（４）波及効果
・ コールバンクの活用によるCCT技術開発の促進
・ 微量元素分析技術の利用による微量元素対策技術の促進微量元素分析技術の利用による微量元素対策技術の促進
・ ガス状ホウ素、セレンの挙動解明除去技術の開発

コールバンク
石炭中微量成分の
分析手法の規格化

ガス状ホウ素、セレンの
高精度分析手法の開発

微量成分の排出抑制という課題

コ ルバンク 分析手法の規格化 高精度分析手法の開発

ガス化・ CCS 既存の石炭利用技術 ホウ素、セレン

挙動解析
除去技術

温暖化対策 資源有効利用 経済性向上温暖化対策、資源有効利用、経済性向上

（５）今後の方向性

１．微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積の推進１．微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデ タ蓄積の推進
・コールバンクの拡充
・石炭中微量成分分析手法の規格化
・ガス状ホウ素・セレンの高度分析技術の開発
・国連環境計画の水銀パ トナ シ プへの対応（H21 追加）
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・国連環境計画の水銀パートナーシップへの対応（H21、追加）
２．排ガス内のホウ素、セレン挙動の調査（H22、追加）

3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(2) 高度除去技術

（１） 目標達成度

中間目標
試験内容
(年度)

項目 達成状況 評価

水銀排出量
3μg/kWh

19～20年度 水銀除去システムの選
定

小型炉試験により，
脱硝触媒＋集塵器＋脱硫装置

の組合せにより，
水銀排出量3μg/kWh以下を確認

◎

水銀排出量3μg/ 以下を確認

ラボ試験
（19年度）

触媒部酸化特性評価 HCl，SO2等の影響評価 ○

灰付着特性評価 温度，未燃分等の影響評価 ○

脱硫液吸収特性評価 L/G，pH等の影響評価 ○脱硫液吸収特性評価 / ，p 等の影響評価 ○

酸素燃焼時の評価 各機器の特性評価 ○

機器構成の検討 除去率向上構造を検討 ○

小型燃焼炉 触媒部酸化特性評価 ３炭種での特性評価 ○小型燃焼炉
（20年度）

触媒部酸化特性評価 ３炭種 特性評価

灰付着特性評価 ３炭種，温度等の影響評価 ○

脱硫液吸収特性評価 ３炭種，L/G等の影響評価 ○

酸素燃焼時の評価 各機器の特性評価 ○酸素燃焼時の評価 各機器の特性評価

システムの評価 目標値を達成できる構成を提案 ○

廃水処理技術
（19～20年度）

脱硫廃水中の有害元素除
去技術

キレート繊維によりHg,B等の有害元素除去
を確認

○
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石炭灰中の有害元素除去 酸洗浄により有害元素除去を確認 ○



3．研究開発成果について

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(2) 高度除去技術

（２） 成果の意義

・カナダ，米国等では発電所から排出される水銀量の規制強化が進んでおり，
本研究の成果をＰＲすることで 実用化の可能性は高い本研究の成果をＰＲすることで，実用化の可能性は高い。

・石炭焚火力の増設が急ピッチで進んでいる中国，インド等においても，
本技術の転用が可能である。

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組

特許出願状況

出願番号出願日 名 称出願番号

他５件出願準備中

P2009021630

出願日 名 称

2009.02.02 石炭焚ボイラの排ガス処理装置

社外発表等

他５件出願準備中

(4) 成果の普及等

社外発表等

2009.4.23 MEC6 (Mercury Emissions from Advanced AQCS for 

日 付 発表機関 タイトル
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～24 coal, 6th International Experts ) 
Workshop

Controlling Mercury 

４．実用化の見通しについて

研究開発項目① 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
(2) 高度除去技術

（１）成果の実用化可能性

実用化までのシナリオ ●：基本技術確立▲：基本原理確認

20112010200920082007

高度除去

2012 ～ 2015 ～ 2020近傍

● 基本技術確立▲ 基本原理確認

高
度事事業化検討ラボ，小型炉試験

大型炉試験技術
（通常燃焼）

度
除
去
の

事
業
化実用化検討

事業化検討大型炉試験

▲ ●

の

高度除去
技術

（酸素燃焼）

ラボ，小型炉試験
大型炉試験

実用化検討 事業化検討

▲ ●
（酸素燃焼）

（２） 波及効果

本研究は，石炭焚発電所から排出される石炭灰，脱硫石膏を利用する分野等
に関連する。

（２） 波及効果

36

に関連する。
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4．プロジェクトの概要説明
(2) ｢研究成果｣ ｢実用化の見通しについて｣(2) ｢研究成果｣､｢実用化の見通しについて｣

研究開発項目②

次世代高効率石炭ガス化技術開発

研究開発項目②

37

次世代ガス化炉 (A-IGCC)効率ロードマップ
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次世代ガス(反応・反応器システム検討)

石炭

蒸気
ガス化反応系

（断熱系）

生成ガス＋水蒸気
T as low as possible!

but fast!
酸素

（断熱系）
灰

but fast!

石炭Positi e物性の活用

新反応系
石炭Positive物性の活用
中間生成物挙動の制御

反応の時空制御
気固流動

39

気固流動

次世代高効率ガス化システムの選定

ガス化効率アップ(↑)条件

酸素(O )↓ 水蒸気(H O)↑ 二酸化炭素(CO )↑ガス化剤

※「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発｣で実施中

酸素(O2)↓ 水蒸気(H2O)↑ 二酸化炭素(CO2)↑

灰溶融 ↓

最適なシステム

ガス化剤：

ガス化温度 ↓温 度：

粒子媒体
CO2

最適なシステム

④高活性特性
→ 高活性・高反応性

熱分解炉
石炭､触媒

吸収材燃焼炉
乾式ガス

精製

空気

③循環流動層
＋熱分解炉離型ガス化炉

熱分解過程分離による反応速度向上

→ 高活性 高反応性

CO､H2

熱分解ガス

ガス化炉

発電機

水蒸気

ガスタービン
排熱回収
ボイラ

②低温ガス化炉､水蒸気ガス化
800～900℃低温ガス化による冷ガス効

熱分解過程分離による反応速度向上､
タール改質

チャー
チャー
＋媒体

媒体粒子

水蒸気

発電機

冷却水

蒸気タービン

①ガスタービン排熱循環
ガス化炉部分酸化量削減による冷ガス
効率向上

800 900℃低温ガス化による冷ガス効
率向上

40

水蒸気空気､酸素(O2)

効率向上
熱エネルギー → 化学エネルギー



次世代ガス化炉(A-IGCC)コンセプト

次世代IGCC（A-IGCC）

ガス化炉石炭 GT STガス化炉石炭 GT ST

従来型 IGCC
燃焼

ガス化炉石炭 GT STガス化炉石炭 GT ST

蒸気タービンガス化 ガスタービン

冷ガス効率 80％

ガス化 ガスタービン 蒸気タービン

電力

電力

排ガス損失電力

蒸気タービン

排ガス
損失

ガス化 ガスタービン

電力

エクセルギー損出 エクセルギー損出

condenser
エネルギー再生

↓

復水
損失

condenser復水
損失

損失エクセルギ 損出 エクセルギ 損出

↓
冷ガス効率の向上

②ガスタービン排熱の再生利用
によるガス化効率
（冷ガス効率）向上

① 蒸気タービン比率の低減による
復水器排熱ロスの低減

（冷ガス効率）向上

41
総合効率で従来よりも最大9%の効率向上が可能

復水器排熱ロスの低減

発電効率の試算

ガス化反応系､ＧＴ､
ＳＴ､FC組み合わせ 水蒸気ガス化 1700℃級GT

低温ガス化 最適化流動層

Ａ－ＩＧＣＣ

ＳＴ､FC組み合わせ
た全体システムに
ついて解析を実施
し コンポーネント 70

流動層ガス化

排熱再循環 空力性能向上

噴流床ガス化炉

（実際は噴流床では不可）

し､コンポーネント
の最適組合せ､操作
条件を抽出.

17.1
50

60

70

[%
]

57.6%
61.3%

53.3%
55.9%

蒸気

＋2.6% 低温化の効果
高温ガス精製を仮定

システム効率を定
量的に計算し､効率

22.7

30

40

50

電
端

効
率 22.0

23.2

蒸気
タービン

量的に計算し､効率
に及ぼす各種要素
の影響を定量的に
明らかにし A-IGCC

34.9

44.2

10

20

30

発
電

31.3

ガス
タービン

明らかにし､A IGCC､
A-IGFCの設計指針
を得る． 0

10

ガス化炉

32.7

1500℃ 800℃
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排熱再循環 無し 有り

ガスタービン 1500℃級 1700℃級
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次世代高効率ガス化システムの概要

低温ガス化
ガス化温度の低温化(500℃→800℃)

粒子媒体
CO2

熱分解炉
石炭 触媒

乾式ガス
精製石炭､触媒

吸収材
燃焼炉 精製

ガスタービン

空気

CO､H2
熱分解ガス

ガス化炉

発電機

ガスタ ビン
排熱回収
ボイラ

チャー
媒体

ガス化炉 水蒸気

発電機

蒸気タービン

ガスタービン排熱の再生利用

チャー＋媒体

媒体粒子

冷却水
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ガスタ ビン排熱の再生利用
蒸気タービン復水量低減による排熱損失低減

水蒸気空気､酸素(O2)

次世代高効率ガス化システムの概要

ガスタービンの排熱をガス化炉に戻す（排熱再循環）①ガス化システム

特 徴項 目

・ガス化炉における発熱分（部分酸化）が減り、冷ガス効率*が向上する。
ガスタービン比率向上と合わせ、トータルとして発電効率が向上できる。

・熱エネルギー（排熱）を化学エネルギーに変換→エクセルギー（エネルギー
の質）が再生される。

①ガス化システム

の質）が再生される。

低温ガス化炉（７００～９００℃）、蒸気ガス化
・噴流床炉に比較し、昇温に必要な発熱分（部分酸化）を減らすことが可能となり、
冷ガス効率が向上する。

②ガス化条件

冷ガス効率が向上する。
・ガス化剤を酸素から蒸気にすることにより酸素製造動力の低減が可能。
・触媒利用によりさらなる低温化が期待できる。

循環流動層ガス化炉 ＋ 熱分解炉分離（ダウナー型）③ガス化炉構造 循環流動層ガス化炉 熱分解炉分離（ダウナ 型）
・ガス化反応（吸熱）、部分酸化反応（発熱）を個別にコントロール。
・熱分解炉分離により、低温ガス化のデメリットとなる反応速度低下を抑制、
さらにタールを改質。
部分酸化炉排ガスからＣＯ 回収可能

③ガス化炉構造

・部分酸化炉排ガスからＣＯ２回収可能。

低品位炭の利用（褐炭＋亜瀝青炭）
・上質な瀝青炭が逼迫していく中、低品位炭をエネルギー源として有効利用する。

④炭種

44

・低温ガス化炉との組合せにより、ガス化反応に対する高活性特性を有効に利用。



3．研究開発成果について

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

（１） 目標達成度

開発目標項目 最終目標 中間目標(H21) 現状成果

システム検討 ガス化温度900℃以下
のガス化システム開発

ガス化温度900℃以
下のガス化システム
の選定

最適なガス化炉、GT,ST
の組合せを選定、検討
中選定

低温ガス化 ガス化温度900℃以下
の低温ガス化炉開発

ガス化温度900℃以
下の低温ガス化炉の
選定

循環流動層＋熱分解分
離ガス化炉を選定、検
討中選定 討中

炉内流動解析 循環流動層粒子フラッ
クス350kg/(m2・s)達
成装置 構築

循環流動層粒子フ
ラックス200kg/(m2・

条件 達成 シ

コールドモデル試験開始、
熱分解炉（ダウナー）構
造 検討成装置の構築 s)条件の達成、シミュ

レーション技術検討
造の検討

触媒ガス化 750℃触媒水蒸気ガス 850℃における触媒 850℃以下で高活性特触媒ガス化
化プロセスの構築 水蒸気ガス化プロセ

スの構築
性を示す触媒の検討

45事業原簿 76頁

3．研究開発成果について

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

(3)知的財産権等の取り扱い (4)成果の普及等

IHIから出願（2009 7）

特許 ： １件

IHIから出願（2009.7）

学術論文（査読有り） ： ７件

総説 著書 ： ３件総説、著書 ： ３件

国際会議、プロシーディングス ： 8件

国内会議、口頭発表 ：１7件
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４．実用化の見通し

研究開発項目② 次世代高効率石炭ガス化技術開発

（１） 成果の実用化可能性

A-ＩＧＣＣの開発にあたっては、研究開発段階毎にフェーズを分割し、それ
ぞれの目標達成度により次期フ ズへの進捗を判断するぞれの目標達成度により次期フェーズへの進捗を判断する。
フェーズ１ ： 原理実証（常圧）
フェーズ２ ： ベンチスケール試験（加圧）
フェーズ３ ： スケールアップ（パイロット試験 実証試験）

事業化までのシナリオ

フェ ズ３ ： スケ ルアップ（パイロット試験、実証試験）
フェーズ４ ： 商用化

フ ズ３

2007～2012 2013～2018 2019～2023 2024～2028 2029～

要素試験 ベンチ試験 ﾊﾟｲﾛ ﾄ試験 実証試験 商用化

2007～2012 2013～2018 2019～2023 2024～2028 2029～

要素試験 ベンチ試験 ﾊﾟｲﾛ ﾄ試験 実証試験 商用化

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３
フェーズ４

要素試験
高濃度粒子循環
流動層炉に環流
動層炉による低
温ガス化の可能

ベンチ試験
プロセス確認

ﾊ ｲﾛｯﾄ試験
ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄに
よる連続試験

実証試験
実証機による
連続試験

商用化
商用運転

(スケールアップ
の確認)

(スケールアップ
の確認)

要素試験
高濃度粒子循環
流動層炉に環流
動層炉による低
温ガス化の可能

ベンチ試験
プロセス確認

ﾊ ｲﾛｯﾄ試験
ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄに
よる連続試験

実証試験
実証機による
連続試験

商用化
商用運転

(スケールアップ
の確認)

(スケールアップ
の確認)

常圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験
（0.1t/d） （5t/d） （150t/d） （2000t/d）

温 化 可能
性追求

の確認) の確認)

常圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験
（0.1t/d） （5t/d） （150t/d） （2000t/d）

温 化 可能
性追求

の確認) の確認)
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スケールアップ：10倍（大型炉）～50倍（小型炉）
各フェーズ毎に５年間の研究期間が必要
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（エネルギーイノベーションプログラム）

「戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 (STEP CCT)」
＜Strategic TEchnical Platform for Clean Coal Technology＞

戦略的石炭ガス化 燃焼技術開発 (STEP CCT)」

（中間評価）

6 プロジ クト詳細説明資料 (公開) ①

（２００7年度～２０11年度 5年間）

（中間評価）

(1) 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発
① 微量成分の高精度分析手法に資するデータ蓄積

6. プロジェクト詳細説明資料 (公開) ①

① 微量成分の高精度分析手法に資するデ タ蓄積

2009年8月6日(木)

出光興産(株)
(財)電力中央研究所

1

(財)電力中央研究所
(財)石炭エネルギーセンター(JCAOL)

１．事業の位置付け、必要性
事業の背景、目的、実施項目

背景 微量成分の挙動解析、除去技術開発には、高精度の分析・測背景 微量成分の挙動解析、除去技術開発には、高精度の分析 測
定技術が必要であるが、固体の石炭、ガス状物質の一部は公
定法が存在しなかったり、精度の上で課題を残す。

目的 固体の石炭、ガス状ホウ素・セレンの分析・測定方法の標準
化に資する手法の開発を実施する

項目

化に資する手法の開発を実施する。

１ コ ルバンクの拡充項目 １．コールバンクの拡充
２．石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積
３．ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

2



3．研究開発成果
「これまでの達成度」「これまでの達成度」

項目 最終目標 中間目標 成果
中間目標に
関する達成

全体として
項目 最終目標 中間目標 成果 関する達成

状況

全体として
の目標達成

コールバン
ク 拡充

石炭デー
タ

石炭データ：
100炭

石炭データ：
100炭種クの拡充 タ：

109炭種
微量デー
タ

100炭
種
微量データ：

40炭

100炭種
微量データ：

40炭種
○

順次分析
実施

タ：
109炭種

40炭
種

石炭中微量 ISO規格提案 ISOガイダン ISOガイダンス
成分の分析
手法の規格
化

ス提案 提案終了
ガイダンスと
して受理

○
ISO本規格提
案準備中

ガス状ホウ
素・セレン
の規格化

ISO規格提案
JIS規格提案

ホウ素分析手
法のISO新規
提案

ホウ素分析手
法の新規提案
終了

○
ISO規格提案

準備中

3

の規格化 提案 終了 準備中

記号 ○ は、中間目標が達成済みであることを示す
事業原簿 47頁

3．研究開発成果
「成果の意義」「成果の意義」

デ タベ スと試料の提供により

特性 効果

データベースと試料の提供により
－国際競争力のある基礎的な技術

開発の加速
技術シ ズの発掘に資する

コールバンクの
拡充

石炭109炭種のデータベース
微量成分109炭種のデータベース
石炭試料の提供

－技術シーズの発掘に資する

微量成分の分析精度の向上

石炭試料の提供

－我国の手法が国際標準となるこ
とで技術開発の競争力強化に資
する

石炭中微量成分の
分析手法の規格化

国際標準化に資する

－標準化により我国の手法が
普及するガス状ホウ素・ 普及する

－ホウ素・セレンの燃焼時の挙動
解明に資する

－ホウ素・セレンの対策技術開発

ガス状ホウ素
セレンの

高精度分析手
法の開発

国際標準化・国内標準化に
資する

4

に貢献
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3．研究開発成果
(a) (a) コールバンクの拡充コールバンクの拡充

我が国のデータベース我が国のデータベース我が国のデ タ ス我が国のデ タ ス

我が国のデータベース「コールバンク」
石炭試料の提供 ＋ 分析値の提供

「コールバンク」の現状
・我が国の基礎研究開発に有効活用

日本国内で使用される１００炭種 ・一般分析データのみ
（微量成分研究への対応が必要）

試料炭の提供試料炭の提供

分析値の提供

5

3．研究開発成果
(a) (a) コールバンクの拡充コールバンクの拡充

コールバンクの現況（分析値の提供）コールバンクの現況（分析値の提供）コ ルバンクの現況（分析値の提供）コ ルバンクの現況（分析値の提供）

既存のコールバンク（試料炭100炭種 ＋ 一般分析値）へ
① 新規の９炭種 ②微量成分の分析値 を加え拡充を図る① 新規の９炭種 ②微量成分の分析値 を加え拡充を図る

既存のコールバンク コールバンク（終了時）試料の石炭の保管
9炭種追加

石炭 １００炭種
一般分析 １００炭種分

石炭 １０９炭種
一般分析 １０９炭種分
微量成分分析 １０９炭種分

分析の実施 9炭種追加

追加微量成分分析 １０９炭種分

分析値 W 上 提供

追加

※：９炭種の追加は、近年使用
が増加している亜れき青炭など

一般分析値の提供システム 一般分析値の提供システム

分析値のWeb上での提供 を追加

微量成分分析値の提供ｼｽﾃﾑ追加

6



3．研究開発成果
(a) (a) コールバンクの拡充コールバンクの拡充

コールバンクの現況（試料炭の提供）コールバンクの現況（試料炭の提供）コ ルバンクの現況（試料炭の提供）コ ルバンクの現況（試料炭の提供）

• 試料
– 平成１９年度現在、

米国炭 １０炭種 中国炭 １８炭種
豪州炭 ２９炭種 インドネシア炭 １９炭種
ロシア炭 ７炭種 南アフリカ炭 ６炭種ロシア炭 ７炭種 南アフリカ炭 ６炭種
ベトナム炭 １炭種 カナダ炭 ３炭種
コロンビア炭 ２炭種 日本炭 ５炭種

の合計１００種を保管の合計１００種を保管。
– 元素分析、工業分析、マセラル分析、灰の組成・性状分析等の

データベースを構築。デ タ スを構築。
– Brain-CプログラムのフォローアップおよびSTEP-CCT関係試験

研究機関のニーズに応じて配布。
銘柄ではなくSSナンバ で管理– 銘柄ではなくSSナンバーで管理。

• 供給形態
– 粒 度：－５mm、－１mm、－１００メッシュ

7

– 重 量：約１００ｇ
– 容 器：ラミネートパック

3．研究開発成果
(a) (a) コールバンクの拡充コールバンクの拡充

コールバンクの現況（分析値の提供）コールバンクの現況（分析値の提供）コ ルバンクの現況（分析値の提供）コ ルバンクの現況（分析値の提供）

分析値の提供

（１） コールバンクデータベースへの登録ユーザー数（１） コ ルバンクデ タベ スへの登録ユ ザ 数

４０７ユーザー

（２） 試料提供件数（２） 試料提供件数

平成１７年度：２２０検体 平成１８年度：１８１検体

平成１９年度：４５８検体 平成２０年度：２０２検体

一般分析値のデータベースについては、ＪＣＯＡＬに所定の申込
を たう パ ド発給を受 ウ ブ から クをしたうえでパスワード発給を受け、ウェブサイトからアクセス可
能である。現在拡充を行っている微量成分の分析データが蓄積
され、技術的にも問題ないと判断される時期に内容や方法を関され、技術的にも問題ないと判断される時期に内容や方法を関
係機関と協議して公開する予定である。

8



3．研究開発成果
(b)(b)石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積

石炭中の微量成分分析石炭中の微量成分分析石炭中の微量成分分析石炭中の微量成分分析

• マイクロ波照射酸処理法＋ICP-AES/MS
– ふっ酸を使わなくても多くの微量金属の定量分析

・ マイクロ派照射酸処理法+ICP-AES/MS
－フッ酸を使わなくても多くの微量金属の

従来の石炭処理法の問題点
を可能とした

フッ酸を使わなくても多くの微量金属の
定量分析を可能とした乾式酸化分解法

(燃焼により石炭を灰化、アルカリにより灰を溶融し、硝酸で溶解）

湿式酸化分解法
(HClO4 ,HCl, HF,H2SO4､H3BO3等複数の酸を用い石炭を完全に分解）

感度→低
効率→低

マイクロ波支援分解法
Laitinen Lachas Rodushkin ら

HNO3+HCｌ+HF
HNO3+HCｌO4+HF

IPC-AES(OES):誘導結合プラズマ発光分光分析
Inductively coupled plasma atomic emission 
spectrometry (optical emission

従来の分解用試薬：
Laitinen, Lachas, Rodushkin ら
が提案した新たな分解用試薬：

HNO3/H2O2/minute HF

spectrometry (optical emission 
spectrometry)

ICP-MS:誘導結合プラズマ質量分析
Inductively coupled plasma mass 
spectrometry

強酸（フッ酸：HF）が必須
腐食の問題、感度が低い
分析時の塩素の干渉

マイクロ波加熱を援用したフッ酸
を用いない穏和な処理法の確立

HNO3/H2O2 or HNO3

分析法の国際標準化

・ISO提案

産総研の分析手法
・ マイクロ波加熱を応用したマイルドな処理法（低環境負荷）
・ 各国法より優位な高感度分析が可能

9

ISO提案各国法より優位な高感度分析が可能
・ 国際標準法としてＩＳＯ提案

3．研究開発成果
(b)(b)石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積

石炭中微量成分の分析方法（産総研法）石炭中微量成分の分析方法（産総研法）石炭中微量成分の分析方法（産総研法）石炭中微量成分の分析方法（産総研法）

• マイクロ波照射酸処理法＋ICP-AES/MS
フ 酸（HF）を使わなくても– フッ酸（HF）を使わなくても

多くの微量金属の定量分析を可能とした

ICP-AES(OES): 誘導結合プラズマ発光分光分析
I d ti l l d l t i i i t tInductively coupled plasma atomic emission spectrometry
(optical emission spectrometry)
ICP-MS: 誘導結合プラズマ質量分析
Inductively coupled plasma mass spectrometry

10



3．研究開発成果
(b)(b)石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積

産総研（産総研（AISTAIST）法と従来法の比較）法と従来法の比較産総研（産総研（AISTAIST）法と従来法の比較）法と従来法の比較

マイクロ波照射酸処理法＋ICP-AES/MS（産総研法）
酸を使わなく も多く 微量金属 定量分析を 能と た

第１周期： なし
第２周期： Be B F 赤字は本法で着目した微量元素（１７個）

フッ酸を使わなくても多くの微量金属の定量分析を可能とした

第２周期： Be, B, F 
第３周期： Ｃｌ
第４周期： Ti, V, Cr, Mn, Co, Ni, Cu, Zn, Ga, Ge, As, Se, 
BrBr
第５周期： Rb, Sr, Zr, Mo, Cd, Sn, Sb, I
第６周期： Cs, Ba, Hf, Ta, W, Hg, Tl, Pb, Bi 

海外において国内標準とされる代表的な多成分同時分析法

Eschka法＋水素化物生成冷蒸気原子吸光法（HGAAS）
→ As, Se, Sb（米、豪など、最大３種）

灰のHCI+HNO +HF 分解と原子吸光法（AAS）灰のHCI+HNO3+HF 分解と原子吸光法（AAS）
→ Ba, Be, Cr, Co, Li, Mn Ni, Pb, Sr, V, Zn （米、豪など、最大11種）

灰のHCI+HNO3+HF分解等とICP-AES/MS法
→ As Be Bi Cd Cr Co Cu Mn Mo Ni Pb Sb Th U V Zn（米、豪など最大16種）

11

 As, Be, Bi, Cd, Cr, Co, Cu, Mn, Mo, Ni, Pb, Sb, Th, U, V, Zn（米、豪など最大16種）

*ICP法を用いる場合、多成分の同時分析が可能であるが、ホウ素等については単元素の従来
型の分析法を併用してデータ取得する必要あり。

事業原簿 53頁

3．研究開発成果
(b)(b)石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積

石炭中の微量成分分析石炭中の微量成分分析石炭中の微量成分分析石炭中の微量成分分析

石炭中の微量成分分析の手順

① 石炭を粉砕し、適量を採取① 炭 粉 、
② 試薬（酸、アルカリ）を加え分解・完全溶液化
③ 分析装置に溶液を注入、測定

従来法には課題が多い

従来の石炭溶液化手順の課題

・ 比較的安全な試薬を使用する方法は感度が低い
・ マイクロ波加熱により分解効率を高める方法でも腐食性の高い試薬※が必要法 食 薬
・ 標準化がされていない

産総研（AIST）法の利点

※：フッ酸（HF）、過塩素酸（HClO4）など

・産総研法 マイクロ波利用石炭前処理法＋誘導結合プラズマ(ICP)法

・安全性 マイクロ波加熱を応用し、腐食性の高い試薬を使用せずに石炭を分解可能
・高感度 従来の方法より 高感度の分析が可能・高感度 従来の方法より、高感度の分析が可能

本事業での位置づけ

産総研法による石炭の ① ルバンクの微量成分分析値としての利用

12

産総研法による石炭の
微量成分分析の実施

① コールバンクの微量成分分析値としての利用
② 微量成分分析のデータを蓄積し、ISO標準化に資する



3．研究開発成果
(b)(b)石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積

前処理の手法前処理の手法前処理の手法前処理の手法

マイクロ支援石炭分解

0.1 g 石炭 ＋ 5ml HNO3＋1ml H2O2＋0.1 ml HF 
または 5ml HNO3 ＋1ml H2O2

100 テフロン 容器 石英容器100 テフロン 容器

Max 220-240 ℃、20-40 bar
1 時間

Max 245 ℃（IR)、70-80 bar
1 時間

石英容器
（HF添加の場合は不可）(Multiwave 3000, Perkin Elmer)

1 時間 1 時間

分析用溶液

ろ過
(0.4 μm size)

ろ過後
溶液

蒸発
(IR lamp)

残留物

希硝酸
（１M or 0.1M)

溶液分解液 溶液
残留物分解液

ICP-AES （Optima 4300DV, 

希釈係数：
300 (ICP-AES)
3000 (ICP MS)
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Perkin Elmer）

ICP-MS （Agilent 7500a)

3000 (ICP-MS)

3．研究開発成果
(b)(b)石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積

標準試料標準試料SRM1632cSRM1632c中の微量金属の分析結果中の微量金属の分析結果標準試料標準試料SRM1632cSRM1632c中の微量金属の分析結果中の微量金属の分析結果

HNO3+H2O2+HF HNO3+H2O2
参照値

na

ICP-AES

分析値 (μg/g-coal)

7.69 ±0.03

ICP-MS

8.6 ±0.2na8Li

ICP-MSICP-AES

分析値(μg/g-coal)参照値
(μg/g-coal)

元素

13 1 ±0 9

23.0 ±2.1

0.88 ±0.02

na

13 7 ±0 4

23.1 ±0.2

1.01 ±0.03

7.69 ±0.03

15 0 ±0 312 3 ±0 213 7 ±0 1Cr

24.9 ±0.221.7 ±0.723.7 ±0.5V

1.04 ±0.040.92 ±0.061Be

8.6 ±0.2na8Li

10 4 ±1 0
4.1 ±0.3

12.0 ±1.3

13.1 ±0.9

10 6 0 2

3.30 ±0.03

13.3 ±0.1

13.7 ±0.4

11 7 0 310 0 0 59 3 0 5Ni

3.56 ±0.033.7 ±0.23.5  ±0.2Co

14.1 ±0.111.8 ±0.113.0 ±0.5Mn

15.0 ±0.312.3 ±0.213.7 ±0.1Cr

12.3 ±4.0

4.7 ±0.9

10.4 ±1.0

15.2 ±0.5

5.9 ±0.2

10.6 ±0.2

15.7 ±0.314.7 ±3.712.1 ±1.3Zn

6.3 ±0.24.6 ±0.46.0 ±0.2Cu

11.7 ±0.310.0 ±0.59.3 ±0.5Ni

4.03 ±0.08 3.69 ±0.04 4.11 ±0.063.8 ±0.13Ga

緑字: 認証値 (certified value)
分解温度：220℃ na：分析値なし －：検出限界以下
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分解温度：220℃ na：分析値なし ：検出限界以下
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3．研究開発成果
(b)(b)石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積

標準試料標準試料SRM1632cSRM1632c中の微量金属の分析結果中の微量金属の分析結果標準試料標準試料SRM1632cSRM1632c中の微量金属の分析結果中の微量金属の分析結果

HNO3+H2O2+HF HNO3+H2O2

参 値

つづき (SRM1632c)

5 8 ±0 5

ICP-AES

分析値 (μg/g-coal)

6 0 ±0 1

ICP-MS

6 4 ±0 15 4 ±0 26 2 ±0 2As

ICP-MSICP-AES

分析値(μg/g-coal)
参照値

(μg/g-coal)
元素

na

－

5.8 ±0.5

6.90 ±0.05

1.6 ±0.4

6.0 ±0.1

7.31 ±0.02na7.5 ±0.3Rb

1.4 ±0.6－1.33 ±0.03Se

6.4 ±0.15.4 ±0.26.2 ±0.2As

0.22 ±0.01

59.6 ±1.2

0.09 ±0.01

na

0.13 ±0.020.25±0.010.072 ±0.007Cd

na50.3±0.563.8 ±1.3Sr

37.8 ±1.4

na

na

0.65 ±0.02

na34.3 ±2.041.1  ±1.6Ba

0.68 ±0.01na0.594Cs

2.9 ±0.2 4.0 ±0.1 4.3 ±0.12.77 ±0.013.79 ±0.08Pb

緑字: 認証値 (certified value)
分解温度：220℃ na：分析値なし －：検出限界以下
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フッ酸（HF）の添加が不要
事業原簿 52頁

3．研究開発成果
(b)(b)石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積

微量元素の分析データの収集微量元素の分析データの収集微量元素の分析デ タの収集微量元素の分析デ タの収集

産総研法 よる分析• 産総研法による分析
– ICP法で測定可能な元素を対象

– H19までに10炭種データベース化

– H20：30炭種取得済み（計40炭種）0 30炭種取得済み（計 0炭種）

– H21～：Hg分析値のクロスチェック

• JIS/ISO化に向けた国内外機関との連携• JIS/ISO化に向けた国内外機関との連携
– 豪州（AS)、米国（ASTM)、オランダ（NEN)等

国内大学 研究機関– 国内大学・研究機関

16



3．研究開発成果
(b)(b)石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積

ISO/TC27ISO/TC27における推移における推移ISO/TC27ISO/TC27における推移における推移

FDIS 23380 Guide to the trace elements in coal
審議 年東京会議 本提案 分析方• SC5/WG8で審議。2005年東京会議で日本提案の分析方

法をガイドへ取り込むことになり､FDIS投票時にAnnex B に
盛り込まれていた 2007年ロッテルダム会議では 特定の盛り込まれていた。2007年ロッテルダム会議では､特定の
方法のみを記載するのは､ガイドの性格にそぐわないとの
意見が多数を占め､Annex Bは削除することが決議された。

• 他案件の紛糾から決議が凍結されている間に、プロジェク
トリーダーのメールによる討議が提起され、本プロジェクト
はガイド ある とから 広く手法を記載するべきと 合意はガイドであることから、広く手法を記載するべきとの合意
が形成され、産総研法がAnnex Bに記載された、ほぼもと
の形で再度FDIS投票が行われることとなったの形で再度FDIS投票が行われることとなった。

• ISO23380:2008、2008年10月２日付で発行
– Selection of methods for the determination of trace elements in

17

Selection of methods for the determination of trace elements in 
coal

3．研究開発成果
(b)(b)石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積石炭中微量成分の分析手法の規格化に資するデータ蓄積

本事業の将来展開本事業の将来展開本事業の将来展開本事業の将来展開

• ISO23380:2008の本規格案策定• ISO23380:2008の本規格案策定
– 関係機関によるクロスチェック

• 産総研コ ルバンクからの共通試料の活用• 産総研コールバンクからの共通試料の活用

• 米国・豪州・オランダ等の各国機関との研究協力

• ラウンドロビンテスト• ラウンドロビンテスト

• JIS規格化への活動• JIS規格化への活動
– ロッテルダム会議の議論から

国内規格の後ろ盾重要• 国内規格の後ろ盾重要

• 国内の関係研究機関との連携

18



3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築

石炭中微量成分とガス状B、Seの分析・測定技術開発のポイント

一部はガス状のまま一部はガス状のまま、
湿式脱硫装置へ

ガス状の
微量成分

燃焼

蒸発

固体

蒸発

固体

ガス状の微量物質
蒸発

固体

ガス状の
微量物質

燃焼での蒸発、
灰粒子の生成 ガス状の微量成分を溶液に吸収させる石炭と無機成分

液体Minerals

C
O -Na+

OH

OH
C

石炭と無機成分

液体Minerals

C
O--Na+

OH

OH
C

石炭と無機成分

液体
一部は、

灰に

固体を採取

石炭中の微量元素

固体を採取

ガス状の微量成分を溶液に吸収させる

吸収液、
ガス配管

石炭と無機成分炭 無機成分石炭と無機成分

ポイント ２

ポイント １

固体を採取 固体を採取

石炭の灰石炭の灰

吸収液と、ガス配管の前処理

ポイント ２

ICP-AES(OES)：誘導結合プラズマ発光分光分析
I d ti l l d l t i i i

固体試料の分解・溶液化

ガス状微量物質の
サンプリング・前処理

19

※：ホウ素はICP-MS、セレンは原子吸光
分析法で溶液中の濃度測定を行う

--

固体（石炭・石炭灰）の
微量成分分析

Inductively coupled plasma atomic emission 
Spectrometry (optical emission spectrometry)

ICP-MS：誘導結合プラズマ質量分析
Inductively coupled plasma mass spectrometry

前処

3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築

○最適サンプリング手法の構築

ガス状ホウ素の測定法について

○最適サンプリング手法の構築

配管に石英ガラスまたはPTFEを用い、130℃以上に加熱保温した場合、
配管、フィルター、捕集灰へのホウ素の付着、吸着は見られない。

3.5 350

供給濃度 実測濃度 温度

101.8 97.6 101.1
<回収率（%）>

配管、フィルタ 、捕集灰 のホウ素の付着、吸着は見られない。
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20

図 測定に及ぼす配管温度の影響
フィルター 石炭灰 石炭灰

（石炭燃焼排ガス，吸収液：硝酸酸性過酸化水素水）



3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築

○精度の検証およびISOへの提案

ガス状ホウ素の測定法について

○精度の検証およびISO の提案

最適化した測定法は排ガス中のガス状ホウ素を高精度に測定可能である。
ISOのNWIへ提案すると共に、本採用に向けた不確かさ等のデータを取得した。

○今後の展開

3.5

○今後の展開

ISOの本採用に必要なデータ（測定業者間の誤差等）を蓄積すると共に、国内
標準化に向けた準備を行う。
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2.5

3

g/
m

3
N
]

平均値：2.8

120

ガス状 粒子状 沈降灰

93.7
106.5

m
g/

m
3 N

］ガス状 粒子状 沈降灰

120

3

2.5
93.7

106.5

平均値：2.8

1.5

2

ス
状

ほ
う

素
濃

度
[m

60

80

100

質
収

支
[%

]

93.7

質
収

支
［ %

］

状
ほ

う
素

濃
度

［
m100

80

60

2

1.5

1

93.7

0

0.5

1

ガ
ス

0

20

40

物
質

物
質

ガ
ス

状
40

20

0

1

0.5

0

21

図 ホウ素測定法の不確かさ（繰り返し性）

① ② ③ ④ ⑤
0

石炭① 石炭②

図 測定法の精度
石炭①

0
石炭② ① ② ③ ④ ⑤

（石炭燃焼排ガス，物質収支） （石炭燃焼排ガス）

3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築

ガス状セレンの測定法について

ガ 状 測定法 項目を検討 たガス状セレン測定法のについて、以下の項目を検討した。
①測定法の問題点の明確化
②その問題点の対策技術の検討②その問題点の対策技術の検討
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3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築

ガス状セレンの測定法について

○問題点の明確化○問題点の明確化

排ガスサンプリング後の配管を、配管ごと固体中セレンの分析方法にて定量し

た結果、配管からもセレンが検出され、サンプリング時にガス状セレンが配管へ付

50

60

着することが明らかとなった。
60

50

ﾀﾞｽﾄ除去
(石英ｳｰﾙ)

加熱・保温

※洗浄のため、ガス洗浄瓶にテフロン管を挿入。サンプル①
吸収瓶入口

プ ②

サンプル①
吸収瓶入口
サンプル①
吸収瓶入口

プ ②
30

40

50

出
割

合
[%

]
割

合
［%

］ 40

30

ダスト除去
（石英ウール）

加熱・保温

※洗浄のため、ガス洗浄瓶にテフロン管を挿入。

1～1.2 L/min

サンプル②
吸収瓶内
サンプル②
吸収瓶内

10

20

検
出

検
出

割

20

10
1～12L/min

排ガス
(温度：210℃) 氷水

硝酸酸性過酸化水素水
0

煙道内 吸収瓶入口 吸収瓶内 配管洗浄液 吸収液

図 セレン検出割合

0
吸収
瓶内

煙道内 吸収瓶
入口

配管
洗浄液

吸収液 排ガス
（温度：210℃）

硝酸酸性過酸化水素水

氷水
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※検出割合：検出された全セレン量に対する割合。

図 燃焼排ガスからのサンプリング装置図 セレン検出割合
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3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築

ガス状セレンの測定法について

○問題点の明確化○問題点の明確化

排ガスサンプリング後の配管を、配管ごと固体中セレンの分析方法にて定量し、
測定精度を検討した結果、100±10%程度の精度であった。
→測定法の問題点は、サンプリング時におけるガス状セレンの配管への付着で

あることが明らかとなった。
吸収液 洗浄液 付着 粒子状

80

100

120

90.9 90.6

104.3

92.4

40
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80

物
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]

0

20
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24

0

試験① 試験② 試験③ 試験④

図 測定法の精度
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3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築

ガス状セレンの測定法について
○対策技術の検討

対策技術として、付着セレンに及ぼすサンプリング配管の材質、および加熱保
温温度の影響を検討した。その結果、配管に石英ガラスまたはPTFEを用い、配
管を200℃以上に加熱保温した場合 200℃加熱部 の付着は見られないが管を200℃以上に加熱保温した場合、200℃加熱部への付着は見られないが、
低温となる吸収瓶内の配管への付着は生じる。
→高精度の測定するためには、付着したセレンを定量する必要がある。

60
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検

0
吸収瓶内吸収瓶入口 吸収液

25図 測定に及ぼす配管温度の影響

吸収瓶入口 吸収瓶内 吸収液吸収瓶内吸収瓶入口 吸収液
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3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築最適サンプリング手法の構築

ガス状セレンの測定法について

○標準化に向けた課題
標準化に適したサンプリング時に配管へ付着したセレンの回収方法の確立。

○今後の展開

付着セレンの回収方法を用いた測定法の測定精度の検証等、標準化に必要な
デ を蓄積 成 年度 提 をデータを蓄積し、平成23年度までにISOへの提案を図る。
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3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

分析手法の実ガスへの適用性評価分析手法の実ガスへの適用性評価分析手法の実ガス の適用性評価分析手法の実ガス の適用性評価

内径： 300 mm
炉長： 2800 mm

微粉炭フィーダ

一次空気炉長： 2800 mm
一次空気量： 6 m3N/hr
二次空気量： 52 m3N/hr
空気予熱温度： 350℃
石炭供給速度 6 7 k /h

旋回器 シングルバーナー

温度記録計
熱電対

風箱

石炭供給速度： 6～7 kg/hr

ガス・粒子サンプリングプローブ

熱電対

二次空気予熱器

燃焼用空気

二次空気

吸引ポンプ

トラップ

粒 リ グ

ＯＦＡ予熱器（ＯＦＡ） 連続分析計
（ＮＯｘ，ＣＯ，ＣＯ２，
ＣＨ４，Ｏ２，ＳＯ２）

サンプリング箇所
ガス冷却部中間：１５０℃ 程度

バグフィルタへ
（フライアッシュ採取）ガス冷却ライン

ガス冷却部中間：１５０℃ 程度
バグ入口：９０℃ 程度

① ②

27

温度の違う２ヶ所でガス、粒子をサンプリングし、
微量成分濃度（含有量）を測定する。

ガスサンプリング

① ②
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3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

分析手法の実ガスへの適用性評価分析手法の実ガスへの適用性評価

流路中心へ設定

リボンヒータで
130度に保温

熱電対

対象 吸収液

分析手法の実ガス の適用性評価分析手法の実ガス の適用性評価

ガイ プ ブ

熱電対
インピンジャー１段目溶液までの配
管は 全て テフロン内管を挿入し

B, Se 硝酸酸性化酸化水素水 EPA method29

英 筒

硝酸酸性過酸化水素水

ガイドプローブ（SUS）
先端からテフロン管を突出させ
る

マントルヒータ

130度に保温

リボンヒータで

管は、全て、テフロン内管を挿入し、
テフロン内管は、測定後、併せて、
分析を行った。

石英円筒フィルタ

リボンヒータで
130度に保温

熱電対

テフロン管
130度保温

ト

この部分以降を３分岐し、それぞれ
を下記のとおりに接続した。

インピンジャー ２本（直列）

マスフローコントローラ

② 1.75L/minに設定

アイスバス
ニードル弁

吸引ポンプ

③ サンプリング時間－60分

28

① 各インピンジャーに
75mLの溶液を入れる

③ サンプリング時間 60分

事業原簿 59頁



3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

分析手法の実ガスへの適用性評価分析手法の実ガスへの適用性評価分析手法の実ガス の適用性評価分析手法の実ガス の適用性評価

中国産の瀝青炭で実施した

炭種名 瀝青炭C
産炭地 中国産炭地 中国

セレン [mg/kg,DB] (0.65)
ホウ素 [mg/kg,DB] (45)ウ素 [ g g, ] ( )

燃料比 [-] 2.19

豪州炭に比較して 燃料比が高く また 灰中のF O分が多いなどの特徴がある豪州炭に比較して、燃料比が高く、また、灰中のFeO分が多いなどの特徴がある。

29

3．研究開発成果
(c)(c) ガス状微量成分の高精度分析手法の開発ガス状微量成分の高精度分析手法の開発

分析手法の実ガスへの適用性評価分析手法の実ガスへの適用性評価分析手法の実ガス の適用性評価分析手法の実ガス の適用性評価
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ウ

素
捕

捉

ガス温度150℃・吸収液のみ ガス温度90℃・吸収液のみ

0

系列① 系列② 系列③

0

系列① 系列② 系列③

ホ ホ

２箇所のガス採取部での各３系列について、上記の分析結果を得た。

瀝青炭C

※：分析値は、溶液中のホウ素量を示している。

これらの結果 異なる試験炉においても 同様の方法でのガス状ホウ素測定が可能であること

30

これらの結果、異なる試験炉においても、同様の方法でのガス状ホウ素測定が可能であること

を確認した。

事業原簿 59頁



3．研究開発成果
成果の最終目標の達成可能性成果の最終目標の達成可能性

項目 最終目標
達成見
込み

課題と進捗

コールバン 石炭データ： コールバンクのデータベースのさらなる拡充を目指しコ ルバン
クの拡充

石炭デ タ：
109炭種

微量データ：
109炭種

○

コ ルバンクのデ タベ スのさらなる拡充を目指し、
コールバンクの既存一般分析に加えて、産総研法による
微量成分分析を行いデータベースの更なる拡充を産総
研との共同実施にて進める。研 共同実施に 進める。

石炭中微
量成分の
分析手法

ISO規格提案 AIST法による国際標準の確立のために、国際ラウンド
ロビンテスト等を通じ、精度、再現性、操作性等の検証
を順次進める分析手法

の規格化 ○
を順次進める。

必要な他の組織とも共同して、石炭中微量成分の分
析方法の標準規格制定（ISOまたはJIS）に向けた作業
を継続する。を継続する。

ガス状ホウ
素・セレン
の規格化

ISO規格提案
JIS規格提案

ガス状ホウ素の測定法に関しては、NWIが採択された
場合、採択されなかった場合のそれぞれの対応を行うとと
もに 日本工業規格（JIS）への提案に向けて 必要なの規格化

○
もに、日本工業規格（JIS）への提案に向けて、必要な
データを蓄積し、規格化を目指す。

ガス状セレンの測定法については、データを蓄積し、開
発した測定法を平成23年度までにISOへの提案を図る

31

発した測定法を平成23年度までにISOへの提案を図る。
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4．実用化の見通し
成果の実用化可能性ー実用化のシナリオ成果の実用化可能性ー実用化のシナリオ

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

公開（普及）石炭データベース100炭種

コールバンクの拡充

公開（普及）、検討微量成分データベース109炭種

＋9炭種

石炭中微量成分の
分析手法の規格化

（ISO）

NWI提案

ガイダンス受理（一部利用可）
（ISO）

本規格化（普及）

分析手法の開発

ガス状ホウ素・セレ
ンの高精度分析手

分析手法 開発

ホウ素
ISO

JIS

NWI提案 ガイダンス

提案

提案

規格化（普及）

本規格化（普及）

ンの高精度分析手
法の開発

セレン
ISO

JIS

挙動解析

NWI提案

提案

規格化（普及）

規格化（普及）

32

除去技術開発
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（エネルギーイノベーションプログラム）

「戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 (STEP CCT)」
＜Strategic TEchnical Platform for Clean Coal Technology＞

（中間評価）

戦略的石炭ガス化 燃焼技術開発 ( )」

（２００7年度～２０11年度 5年間）

（中間評価）

6 プロジ クト詳細説明資料 (公開) ②
(1) 石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手法の開発

② 高度除去技術

6. プロジェクト詳細説明資料 (公開) ②

② 高度除去技術

2009年8月6日(木)

バブコック日立(株)

Babcock-Hitachi K.K.

石炭焚ボイラ排ガス中の水銀挙動
6.プロジェクト詳細説明

20～23年度石炭燃焼排ガス試験評価範囲

ボイラ
脱硝
触媒

GGH
乾式
EP

脱硫
装置 湿式EP

19年度ラボ試験評価範囲

20～23年度石炭燃焼排ガス試験評価範囲

ボイラ 触媒

A/H

EP 装置

煙突

金属Hg 酸化Hg 酸化Hg
ｽﾌﾟﾚﾉｽﾞﾙ

再委託（鹿児島大）
評価範囲

EP灰からの
水銀等の溶出特性

脱硫液中の
水銀等の挙動

金属 g 酸化 g

灰粒子

付着
ｽﾌ ﾚﾉｽ ﾙ

酸化Hg
脱硝触媒

灰粒子 酸化Hg

（Hg0）
酸化Hg（Hg2+） 大気放出

吸収
除去

除去
Hg 金属Hg

・火炉(ボイラ)で石炭中の水銀は，除去が困難な金属Hgとして排ガス中に放出される。
・脱硝触媒部で金属水銀の一部が灰に付着しやすく，水に溶けやすい酸化状Hgに変換
酸化状H は EP部で灰に付着し除去 脱硫部で脱硫吸収液に吸着し除去

Babcock-Hitachi K.K. 1

・酸化状Hgは，EP部で灰に付着し除去，脱硫部で脱硫吸収液に吸着し除去
・水銀高度除去のために，各機器での水銀除去特性を明確にする必要有り。
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石炭組成と目標値
6.プロジェクト詳細説明

国内使用炭 中国炭試料名 カナダ 国内使用炭 中国炭
ベース 単位 コールバレー クインサム ｻｸｿﾝﾍﾞｰﾙ炭 例
気乾 kJ/kg 25,970 28,870 29,620 32,447
到着 ％ 6.99 5.08 8.35

気乾試料水分 気乾 ％ 6 41 4 05 2 44 1 6

試料名
項目

高位発熱量

カナダ

全水分
工 気乾試料水分 気乾 ％ 6.41 4.05 2.44 1.6

揮発分 無水 ％ 36.96 37.94 33.29 40.9
固定炭素 無水 ％ 51.86 53.34 55.21 52.9
灰分 無水 ％ 11.18 8.72 11.5 4.6
Ｃ 無水 ％ 69 22 73 22 73 26 81 2

工
業
分
析

Ｃ 無水 ％ 69.22 73.22 73.26 81.2
Ｈ 無水 ％ 4.26 4.55 4.63 5.64
Ｏ 無水 ％ 14.28 12.1 8.39 7.1
Ｎ 無水 ％ 0.97 1.16 1.77 1.43
Ｓ 無水 ％ 0.26 0.46 0.45 3.65

元
素
分

灰中Ｓ 無水 ％ 0.17 0.21 0.01
Ｃｌ 無水 mg/kg 25 330 170
Ｆ 無水 mg/kg 70 60 50
Hg 無水 μg/kg 28.3～40.9 26.9～66.8 14.0～36.2 100～200

分
析

水銀発生量*1

（石炭中の全水銀が放出した場合）
(μg/kWh)

10.6～15.3 9.1～22.5 4.6～19.7 30～60

目標値3μg/kWhを達成
するための除去率 （％） 71.6～80.4 66.9～86.7 34.8～84.8 90～95するための除去率

石炭中水銀濃度 必要な除去率が異なるが 安定 3 /kWhを達成する は

*1:水銀発生量（μg/kWh) = 
石炭中Hg濃度（μg/kg)

石炭中発熱量（kWh/kg）×発電効率（37%）

Babcock-Hitachi K.K. 2

・石炭中水銀濃度によって，必要な除去率が異なるが，安定に3μg/kWhを達成するには
除去率85%が必要。（中国炭の場合は，さらなる高度除去及び中国産出炭の調査が必要）
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試験装置の概要
ラボ試験装置 小型燃焼炉試験装置 大型燃焼炉試験装置

6.プロジェクト詳細説明

石炭供給量 ： ～ 50kg/h
排ガス量 ： ～500m3N/h

Hg連続
モニタ

CO2，SO2

モニタ

石炭供給量： 120kg/h
排ガス量 ： 1200m3N/h

トータルガス量：3～5L/min
水蒸気発生量 ：max.600mL/min

ラボ試験装置 小型燃焼炉試験装置 大型燃焼炉試験装置

6m3N/h

IDF可搬型AQCS（追設）

排ガス循環ライン

モニタモニタ

電気
脱硫

脱硝
触媒HCl＋水蒸気

反応管
（I.D.35×L700mm）

SO3発生器
（管状炉/500℃）

250℃

ﾏｽﾌﾛｰ

H2SO4

N2

CO2

N2

H2O＋HCｌ

触媒 集塵 脱硫G/C
石炭

空気/O2

AAP

５０００□６００

石炭

バーナ

火炉

O2

酸素供給ライン

火炉

電気
集塵機

装置

排ガス（CO2）
循環ライン

GRF

触媒
GGH

A/H

煙突

電気炉
（max.500℃）

水蒸気
発生器

（300℃）

N2

Hg0発生器
(ｳｫ ﾀ ﾊﾞｽ/17℃)

Hg
排気

灰ホルダ

Hg0,Hg2+測定

ﾏｽﾌﾛｰ

CO2

Hg酸化触媒
（400℃）

Air

ﾏｽﾌﾛｰ

HCl

S 測定

ガスサンプリング

SO2モニタ
ﾏｽﾌﾛｰ

O2

2%NO

SO2

CO2

ナ

触媒

集塵

排煙処理 火炉

(ｳｫｰﾀｰﾊ ｽ/17℃) SO3測定
HCl測定

電気炉 集塵

脱硫

G/C
脱硝
触媒

脱硫

電気
集塵機

電気炉
（反応部）

模擬ガス 脱硫
装置

集塵機
模擬ガス
発生部

模擬ガス 石炭燃焼排ガス

Babcock-Hitachi K.K. 3

模擬ガス 石炭燃焼排ガス

H19～20年度使用 H21年度～ 使用
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目標達成度
6.プロジェクト詳細説明

中間目標
試験内容
(年度)

項目 達成状況 評価

水銀排出量
3 /kWh

19～20年度 水銀除去システムの選定 小型炉試験により，
脱硝触媒＋集塵器＋脱硫装置

◎

3μg/kWh 脱硝触媒＋集塵器＋脱硫装置
の組合せにより，
水銀排出量3μg/kWh以下を確認

ラボ試験 触媒部酸化特性評価 HCl，SO2等の影響評価 ○
（19年度）

灰付着特性評価 温度，未燃分等の影響評価 ○

脱硫液吸収特性評価 L/G，pH等の影響評価 ○

酸素燃焼時の評価 各機器の特性評価 ○酸素燃焼時の評価 各機器の特性評価 ○

機器構成の検討 除去率向上構造を検討 ○

小型燃焼炉
（20年度）

触媒部酸化特性評価 ３炭種での特性評価 ○

灰付着特性評価 ３炭種 温度等の影響評価 ○灰付着特性評価 ３炭種，温度等の影響評価 ○

脱硫液吸収特性評価 ３炭種，L/G等の影響評価 ○

酸素燃焼時の評価 各機器の特性評価 ○

システムの評価 目標値を達成できる構成を提案 ○システムの評価 目標値を達成できる構成を提案 ○

廃水処理技術
（19～20年度）

脱硫廃水中の有害元素除
去技術

キレート繊維によりHg,B等の有害元素除去
を確認

○

Babcock-Hitachi K.K. 4

石炭灰中の有害元素除去 酸洗浄により有害元素除去を確認 ○

◎：目標を上回る成果 ○：目標通りの成果

ラボ試験装置の概要

ガス

6.プロジェクト詳細説明

実験条件
トータルガス量：3～5L/min
水蒸気発生量：max 600mL/min

N2

CO2

ガス

脱硝触媒
灰ろ紙：

（ｼﾘｶ繊

ガス

H2O＋HCｌ

H2SO4

SO3発生器
（管状炉/500℃）

水蒸気発生量：max.600mL/min

250℃

触媒用
ホルダ

（ｼﾘｶ繊
維ろ紙)

灰ホルダ

テスト

O2
N2

2%NO
SO2

H2O＋HCｌ

HCl+水蒸気
発生器
（300℃）

Hg酸化触媒
（400℃）

噴霧ノズル

テスト
セクション a) 触媒評価装置 b) 灰付着評価装置

CO2 N2

Hg
排気

CO2

Air

HCl

SO2モニタ

脱硫塔

脱硫液
循環ポンプ

Hg0発生器
(ｳｫｰﾀｰﾊﾞｽ/17℃)

Hg HCl

ガスサンプリング

Hg0,Hg2+測定

SO3,HCl測定 c) 脱硫評価装置

Babcock-Hitachi K.K. 5

・石炭排ガスを模擬したガスを発生し､各テスト装置に供給し､水銀挙動を評価
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ラボ試験装置結果の概要
6.プロジェクト詳細説明

1.5

1
率

（-
）

0.5

g
酸

化
率

0
0 50 100 150 200 250

H
g

0 50 100 150 200 250

HCl濃度（ppm, wet）

図 脱硝触媒部でのHg酸化特性

・触媒部での酸化率は，0～100ppmの範囲で排ガス中塩素濃度に

Babcock-Hitachi K.K. 6

大きく影響する。（一般に排ガス中の塩素濃度はこの範囲）
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ラボ試験装置結果の概要
6.プロジェクト詳細説明

150

k
g
）

● Hg２＋

０

100

度
（μ

g
/ Hg０

50

H
g
濃

度

0
0 100 200 300 400

灰
中

H

0 100 200 300 400

ガス温度（℃）

図 灰へのHg付着特性

・集塵器部でHg0は除去されない。
・Hg2＋は 150℃以下で灰への付着量が増加する

Babcock-Hitachi K.K. 7

・Hg2＋は，150℃以下で灰への付着量が増加する。
（集塵器前にGGHを設置する方式が有効←水銀除去として世界初の技術）
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ラボ試験装置結果の概要
6.プロジェクト詳細説明

80

100

％
）

40

60
除

去
率

（
● Hg２＋

Hg０

20

40
H
g
除

0
0 10 20 30 40 50

L/G （L/m3N）
図 脱硫部でのHg除去特性

L/G （L/m3N）

・脱硫部でHg0はほとんど除去されない。

・集塵部，脱硫部で除去できるのは，Hg2＋であり，高度水銀除去のためには，脱硝
触媒部での水銀酸化率を高める必要がある

脱硫部で g はほとんど除去されない。
・Hg2＋は，90%以上が除去でき，L/Gの影響はほとんどない。

Babcock-Hitachi K.K. 8

触媒部での水銀酸化率を高める必要がある。
・高度水銀除去システムとして，脱硝触媒＋低温集塵器＋湿式脱硫装置が有効。
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小型燃焼炉試験装置の概要
6.プロジェクト詳細説明

Hg連続
モニタ

CO2，SO2
モニタ

脱硝触媒 ガス 集塵機 脱硫装置
排ガス循環ライン

ｶﾞｽｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ位置

脱硝触媒
(SCR)

ガス
クーラ

集塵機
（FF)

脱硫装置
(FGD)

流量計

AAP

石炭

火炉酸素
6 m3N/h

５０００□６００

バーナ

火炉酸素

石炭供給量 ～ 50 kg/h
排ガス量 ～500 m3N/h

小型燃焼炉仕様
集塵器

脱硝触媒

排ガス量 500 m N/h

脱硫
装置

ｶﾞｽｸｰ
ﾗｰ・小型炉燃焼排ガス（カナダ炭を含む３炭種）を

小型排ガス処理装置に供給。
各機器の排ガス中Hg濃度を分析し 実ガスでの 装置

(FGD)
・各機器の排ガス中Hg濃度を分析し，実ガスでの
水銀挙動を把握。

・各機器の運転条件を変化させ，水銀除去特性
を把握

Babcock-Hitachi K.K. 9

小型排ガス処理装置

を把握
・小型燃焼炉を酸素燃焼運転し，その排ガスを
使用して，同様の試験を実施。
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小型燃焼炉試験結果の概要

（コ ルバレ 炭）

6.プロジェクト詳細説明

（コールバレー炭）

脱硝

ガス
クーラ

集塵機
（FF)

脱硫装置
(FGD)

流量計

6

3
N
) 灰付着水銀量

石炭中Hg量基準

脱
触媒
(SCR)

排ガス組成

3

4

5

（μ
g
/
m

3 石炭中Hg量基準

Hg2+

Hg0
H2O 8.4  %
SO2 150 ppm
SO3 13 ppm

0

1

2

H
g
濃

度

3

O2 3.0  %
HCl 2.5 ppm

出 銀量

－ 1.1 25.2 67.9 83.7Hg除去率(%)

石炭中水銀量

FGD出口水銀量
×100(%)

石炭中Hg濃度（μg/kg)

・石炭中の水銀濃度は，±10%程度のばらつきあり。
・排ガス中の塩素濃度が低いため，脱硝触媒部での水銀酸化率が低い。

2.2Hg発生量 (μg/kWh) 石炭中発熱量 (kWh/kg) ×発電効率 (37%)

Babcock-Hitachi K.K. 10

・そのため，システム全体での水銀除去率は，83.7%で有り，Hg発生量は目標値をぎりぎり達成。
・安定に目標値を達成するためには，触媒部の水銀酸化率を向上する必要有り。
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小型燃焼炉試験結果の概要(塩素添加時)
6.プロジェクト詳細説明

（コールバレー炭）

脱硝

ガス
クーラ

集塵機
（FF)

脱硫装置
(FGD)

流量計

塩素添加

6

3
N
)

灰付着水銀量

脱硝
触媒
(SCR)

ク ラ

3

4

5

（μ
g
/
m

3 石炭中Hg量基準

Hg2+

Hg0

排ガス組成

H2O 8.4  %
SO2 150 ppm

0

1

2

H
g
濃

度

SO2 150 ppm
SO3 13 ppm
O2 3.0  %
HCl 120 ppm

－ 17.6 48.0 78.5 93 7Hg除去率(%)

・排ガス中への塩素添加により，脱硝触媒部の水銀酸化率が向上。
酸化率向上 り シ 全体 H 除去率 93 7 向上 H 発生量

17.6 48.0 78.5 93.7

0.9

Hg除去率(%)

Hg発生量 (μg/kWh)
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・酸化率向上により，システム全体でのHg除去率は93.7%まで向上し，Hg発生量
も0.9μg/kWhと，目標値を達成。
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酸素燃焼排ガスにおける水銀除去特性
6.プロジェクト詳細説明

酸素燃焼システムフロー

酸素燃焼装置 排ガス処理装置
圧縮機

H2O
Coal

Boiler

CO

O2

酸素燃焼装置

Wet FGD
N2

ASU

SCR

圧縮機
25%

75%

DEP

CO2
回収

排ガス再循環Air

ASU

ASU : Air separation unitASU : Air separation unit

特 徴

・空気の変わりに酸素を使用することで，

排ガス組成（サクソンベール炭）

通常 酸素燃焼時空気の変わりに酸素を使用することで，
排ガス中のCO2濃度を90dry%以上に高め，
直接圧縮，貯蔵する。

・酸素燃焼による火炉高温化を防止する

ガス組成 水分濃度 8.1
ダスト濃度 3.1
SO2濃度 353

29.6 %
5.9 g/m3N
1453 ppm

燃焼時 （循環比：0.75)

酸素燃焼による火炉高温化を防止する
ため，燃焼排ガスをバーナ部に再循環する。

・CO2圧縮機の腐食原因，漏洩時の人的被害の
観点から，水銀除去が必要

SO2濃度 353
SO3濃度 8.6
O2濃度 3.6
HCl濃度 13.7

1453 ppm
70.8 ppm
6.6 %
46.1    ppm

Babcock-Hitachi K.K. 12

・酸素燃焼/排ガス循環運転により，水分，SO2，
SO3，HCl濃度が高濃度化
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酸素燃焼排ガスにおける水銀除去特性
6.プロジェクト詳細説明

7

m
3
N
)

73
N
)

通常燃焼時 酸素燃焼時
（循環比：0.75)

①

3

4

5

6

度
（μ

g
/
m Hg2＋

Hg0

3

4

5

6

度
（μ

g
/
m

①

②

0

1

2

3

SCR SCR FF ＦＦ ＦＧＤ

H
g
濃

度

0

1

2

3

SCR SCR FF ＦＦ ＦＧＤ

H
g
濃

度

SCR
入口

SCR
出口

FF
入口

ＦＦ
出口

ＦＧＤ
出口

SCR
入口

SCR
出口

FF
入口

ＦＦ
出口

ＦＧＤ
出口

図 通常燃焼時における各機器に
おける水銀挙動（サクソンベール炭）

図 酸素燃焼時における各機器に
おける水銀挙動（サクソンベール炭）おける水銀挙動（サクソンベ ル炭） おける水銀挙動（サクソンベ ル炭）

・酸素燃焼時では，脱硝触媒(SCR)入口部（図①）及び集塵機（FF）入口部（図②）の水銀酸化率が
増加 これは 排ガス中の塩素濃度が増加し 以下の水銀酸化反応が進行したためと考えられる

塩素濃度：13.7ppm 塩素濃度：46.1ppm

増加。これは，排ガス中の塩素濃度が増加し，以下の水銀酸化反応が進行したためと考えられる。

)( 2
22

0 +→+ HgHgClClHg

Babcock-Hitachi K.K. 13

・集塵機（ＦＦ），脱硫装置（ＦＧＤ）における酸化状水銀(Hg2+)の除去挙動は，空気燃焼と同じ。
・上記の理由により，酸素燃焼時は，通常燃焼時に比べ，高い水銀除去率となると考えられる。
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廃水処理技術の開発

石炭利用プロセスにおける微量成分排出に関する廃水処理技術の開発 (鹿児島大学)

6.プロジェクト詳細説明

脱硫

石炭利用プロセスにおける微量成分排出に関する廃水処理技術の開発 (鹿児島大学)

ボイラ
脱硝
触媒

A/H

GGH 乾式EP
脱硫
装置

湿式EP

煙突

A/H

脱硫廃水石炭灰

B
B

Se
Se

Se
Se酸洗浄

脱硫廃水 処理廃水
キレート繊維

吸着
石炭灰

B

B
Se

Se
石炭灰

B

Se酸洗浄

BやSeの
一部除去

B
Se

Hg

吸着

Se(VI)
光還元除去

石炭灰からの微量有害元素溶出防止 脱硫廃水からの微量有害元素除去

部除去

土壌環境基準
を超過

土壌環境基準
をクリア

光還元除去
微生物除去

排水基準を超過
する場合がある

排水基準を
クリア
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石炭灰からの微量有害元素溶出防止 脱硫廃水からの微量有害元素除去
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廃水処理技術の開発
6.プロジェクト詳細説明

・小型燃焼炉試験で得られた脱硫廃水を模擬した模擬廃水を用いた試験を実施。

脱硫廃水中の水銀等有害微量元素の分析と廃水処理技術の開発

小型燃焼炉試験で得られた脱硫廃水を模擬した模擬廃水を用いた試験を実施。

・キレート繊維を用いることで，B, Hgを80%以上除去できることを確認。

1010
0

80

％
）

L/S 80

60

40

除
去

率
（％

20

0

除

・除去が困難なSe(VI) は 光触媒還元法により除去できることを確認

0

B Se Hg
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・除去が困難なSe(VI) は，光触媒還元法により除去できることを確認。
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廃水処理技術の開発
6.プロジェクト詳細説明

石炭灰からの有害微量元素の溶出挙動解析

(1)石炭灰(小型燃焼炉灰など）からの溶出試験結果（環境庁告示４６号）(1)石炭灰(小型燃焼炉灰など）からの溶出試験結果（環境庁告示４６号）

・B，Seが土壌環境規準を超過。埋立基準は満足。
単位：mg/L

溶出元素 A1-PR A1-PA A1-IL A2-03 A2-04 土壌環境基準 埋立基準
As N.D 0.007 N.D N.D N.D 0.01 0.3
B 1.3 96.2 73.3 161 82.6 1

Cd

Cr

Hg

N.D N.D N.D N.D N.D 0.01 0.3

N.D 0.16 0.22 0.26 0.088 0.05(6価) 0.3(6価)
N.D N.D N.D N.D N.D 0.0005 0.005

Pb

Se

N.D N.D N.D N.D N.D 0.01 0.3

N.D 0.004 0.1 0.004 0.005 0.01 0.3

(2)酸洗浄の効果

・0 1 M HCｌにより洗浄処理をした灰は B Seの溶出が大きく抑えられた

Babcock-Hitachi K.K. 16

0.1 M HCｌにより洗浄処理をした灰は、B, Seの溶出が大きく抑えられた。
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知財の標準化及び成果の普及
6.プロジェクト詳細説明

特許出願状況

出願番号

P2009021630

出願日 名 称

2009.02.02 石炭焚ボイラの排ガス処理装置

他５件出願準備中

社外発表等

日 付 発表機関 タイトル

MEC6(Mercury Emissions from
coal, 6th International Experts 
Workshop)

Advanced AQCS for 
Controlling Mercury   2009.4.23～24
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Workshop)  
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6.プロジェクト詳細説明

今後の予定

今後の予定と最終目標の達成可能性

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

今後の予定

ラボ試験

小型燃焼炉試験
準備

試験

準備
試 験

大型燃焼炉試験

廃水処理技術の開発

準備
試 験

まとめ

成果の最終目標の達成可能性

研究課題 最終目標（平成23年度末） 達成見通し

水銀高度除去 排出量3μg/kWhを可能とす 小型燃焼炉を使用した試験で目標水銀高度除去 排出量3μg/kWhを可能とす
る排煙処理ｼｽﾃﾑの開発

小型燃焼炉を使用した試験で目標
値を達成できる見通しを得ており，
21～23年度の実機構成と同様の
燃焼一貫設備試験により最終目標

Babcock-Hitachi K.K. 18

燃焼 貫設備試験により最終目標
は達成可能と考えられる。

6.プロジェクト詳細説明

成果の意義

・石炭焚火力発電所から排出される水銀は，北米だけ
でなく，近年，ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が急増している中国，
インド等においても 重要な問題とな ており これらインド等においても，重要な問題となっており，これら
の地域への技術転用可能なものである。

・CO2削減技術の一つとして注目されている酸素燃焼
石炭焚火力においても，CO2圧縮機の腐食原因及び石炭焚火力においても，CO2圧縮機の腐食原因及び
圧縮ガス漏洩時の人的被害の観点から，水銀除去が
必要であり，本研究は，これら次世代火力システムに
おいても重要となるおいても重要となる。
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実用化，事業化の見通しについて
6.プロジェクト詳細説明

（１）成果の実用化可能性

・カナダ，米国等では発電所から排出される水銀量の規制強化が進んでおり，
本研究の成果をＰＲすることで 実用化の可能性は高い本研究の成果をＰＲすることで，実用化の可能性は高い。

・石炭焚火力の増設が急ピッチで進んでいる中国，インド等においても，
本技術の転用が可能である。

（２）事業化までのシナリオ

20112010200920082007 2012 ～ 2015 ～ 2020近傍

●：基本技術確立▲：基本原理確認

高高度除去
技術

（通常燃焼）

高
度
除
去

事
業
化実用化検討

事業化検討ラボ，小型炉試験
大型炉試験

▲ ●

去
の

化

高度除去
技術

ラボ，小型炉試験
大型炉試験

実用化検討 事業化検討

技術
（酸素燃焼）

大型炉試験

▲ ●

（３）波及効果

Babcock-Hitachi K.K. 20

本研究は，石炭焚発電所から排出される石炭灰，脱硫石膏を利用する分野等
に関連する。
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（エネルギーイノベーションプログラム）

「戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 (STEP CCT)」戦略的石炭ガス化 燃焼技術開発 (STEP CCT)」

（中間評価）

＜Strategic TEchnical Platform for Clean Coal Technology＞

（２００7年度～２０11年度 5年間）

（中間評価）

6 プロジ クト詳細説明資料 (公開) ③
(2) 次世代高効率石炭ガス化技術開発

6. プロジェクト詳細説明資料 (公開) ③

2009年8月6日(木)
(株)ＩＨＩ

(独)産業技術総合研究所
(財)石炭エネルギ センタ

1

(財)石炭エネルギーセンター

目次目次

（１）研究開発の背景
（２）次世代ガス化システムコンセプト 概要（２）次世代ガス化システムコンセプト、概要
（３）研究開発課題と目標
（４）個別研究開発目標（中間目標）の達成度（４）個別研究開発目標（中間目標）の達成度
（５）成果概要

①システム①システム
②低温ガス化
③流動③流動
④触媒

（６）特許 論文発表（６）特許、論文発表
（７）成果の実用化について

2



（１）研究開発の背景（ ）研究開発の背景

既存IGCC技術のさらなる高効率化によるCO2排出量削減

未利用石炭（低品位炭）の利用促進未利用石炭（低品位炭）の利用促進

→低品位炭の利用が可能な次世代型IGCC/IGFC（ア

ドバンスド-IGCC/IGFC）の基盤技術構築が必要。

可採埋蔵量 9,091億ﾄﾝ
(WEC 2004)

石炭生産量
(IEA2005)

49.72億ﾄﾝ

52.7%47.3%

9 05億ﾄﾝ

49.72億ﾄﾝ

瀝青炭･無煙炭

高品位炭

褐炭･亜瀝青炭

低品位炭
9.05億ﾄﾝ

高品位炭低品位炭

3

高効率発電技術
低品位炭の埋蔵量及び使用量

事業原簿 35頁

（２）次世代ガス化炉（Ａ－ＩＧＣＣ）コンセプト（ ）次世代ガス化炉（ ） ンセプト

従来型ＩＧＣＣ 次世代ＩＧＣＣ（Ａ－ＩＧＣＣ）

ガス化炉石炭 GT ST
ガス化炉石炭 GT ST

燃焼

ガス化炉石炭 GT ST

①
②②

①ガスタービン排熱の再生利用によるガス化効率（冷ガス効率）向上
②蒸気タービン比率の低減による復水器排熱ロスの低減

4

②蒸気タ ビン比率の低減による復水器排熱ロスの低減

→総合効率で従来よりも最大9%の効率向上が可能



（２）次世代ガス化炉（Ａ－ＩＧＣＣ） 効率ロードマップ（ ）次世代ガス化炉（ ） 効率 ド ップ

 
A-IGCC/IGFC

乾式ガスクリーニング

5

（２）次世代高効率ガス化システムの選定

粒子媒体
CO2

（ ）次世代高効率ガス化システムの選定

④低品位炭利用
低温ガス化炉による低品位炭の

熱分解炉
石炭 触媒

乾式ガス
精製

低温ガス化炉による低品位炭の
高活性特性有効利用

石炭､触媒
吸収材燃焼炉 精製

ガスタービン

空気
③循環流動層＋熱分解炉

分離型ガス化炉
熱分解過程分離による反応速度

向上 タ ル改質

CO､H2

熱分解ガス

ガス化炉

発電機

ガスタ ビン
排熱回収
ボイラ

向上、タール改質

チャー
＋媒体

ガス化炉 水蒸気

発電機

蒸気タービン
②低温ガス化炉、水蒸気ガス化
800～900℃低温ガス化による冷ガス効率

向上

チャー＋媒体

媒体粒子
冷却水

①ガスタービン排熱循環
ガス化炉部分酸化量削減による冷

6

水蒸気空気､酸素(O2)
ガス化炉部分酸化量削減による冷

ガス効率向上
熱エネルギー→化学エネルギー



（３）開発課題と目標
粒子媒体

CO2

（ ）開発課題と目標

①高効率化達成可能なシステム
最適化と効率の検討

熱分解炉
石炭､触媒

吸収材
燃焼炉

乾式ガス
精製

空気
③高速に移動する流動媒体の

CO H2

熱分解ガス

吸収材

発電機

ガスタービン

空気

排熱回収
ボイラ

③
伝熱・流動解析

CO､H2

ガス化炉 水蒸気

発電機

蒸気タービン

④低コスト触媒の探索及びケ
ミカルループによるCO2吸収・

ガス化促進の検討

チャー
チャー
＋媒体

媒体粒子
冷却水

②低温流動層石炭水蒸気ガス化
の基礎プロセス検討

水蒸気空気､酸素(O2)

最終目標(H24)：ガス化温度900℃以下のガス化プロセスの開発

の基礎プロセス検討

7

最終目標(H24)：ガス化温度900℃以下のガス化プロセスの開発

中間目標(H20)：ガス化温度900℃以下のガス化プロセスの選定

（４）個別研究開発目標の達成度（ ）個別研究開発目標の達成度

開発目標項目 最終目標 中間目標(H20) 現状成果

シ テム検討 ガス化温度900℃以下 ガス化温度900℃以 最適なガス化炉システム検討 ガス化温度900℃以下
のガス化システム開発

ガス化温度900℃以

下のガス化システム
の選定

最適なガス化炉、
GT,STの組合せを選
定し効率を試算した

低温ガス化 ガス化温度900℃以下
の低温ガス化炉開発

ガス化温度900℃以

下の低温ガス化炉の
選定

循環流動層＋熱分解
分離型ガス化炉を選
定し、ラボスケール試
験によりガス化率の験によりガス化率の
向上効果を確認した

炉内流動解析 循環流動層粒子フラッ
クス350kg/(m2・s)達

循環流動層粒子フ
ラックス200kg/(m2・

コールドモデル試験
によりフラックス211クス350kg/(m s)達

成装置の構築
ラックス200kg/(m
s)条件の達成、シ

ミュレーション技術検
討

によりフラックス211 
kg/(m2・s)を達成した

触媒ガス化 750℃触媒水蒸気ガス
化プロセスの構築

850℃における触媒

水蒸気ガス化プロセ
スの構築

4種の触媒において
850℃以下で高活性

特性を示すことを確
認した

8

認した

プロセス ： ガス化反応や蒸気発生、発電など一連の処理過程

システム ： プロセスを実現するための機器構成
事業原簿 76頁



（５）成果概要（ ）成果概要

①システム検討 ：産総研、ＩＨＩ

②低温ガ 化 産総研 九大②低温ガス化 ：産総研、九大、ＩＨＩ

③炉内流動解析 ：東大 産総研 阪大③炉内流動解析 ：東大、産総研、阪大

④触媒ガス化 ：東北大、群大、九大、

JCOAL、産総研

9

①システム検討（産総研、ＩＨＩ）①システム検討（産総研、 ）

ガス化装置とＧＴ（ガスタービン）、ＳＴ（蒸気タービン）、燃料
電池を組み合わせた全体システムについて解析を実施し 最電池を組み合わせた全体システムについて解析を実施し、最
適な組合せ・操作条件を抽出する。

システムの効率を定量的に計算し 効率に及ぼす各構成システムの効率を定量的に計算し、効率に及ぼす各構成
要素の条件を定量的に明らかにして、次世代高効率石炭ガス
化技術の設計指針を明らかにする。

【中間目標】
ガス化温度900℃以下のガス化システムの選定ガス化温度900℃以下のガス化システムの選定

【検討手法】
解析ソフトウェア ： ガス化炉（ＡＳＰＥＮ ＰＬＵＳ）解析ソフトウェア ： ガス化炉（ＡＳＰＥＮ ＰＬＵＳ）

＋全体システム（ＨＹＳＹＳ）

10



①システム検討：Ａ－ＩＧＣＣシステム計算①システム検討 システム計算

1700℃級A-IGCCにおいて、オートサーマル条件に必要とさ
れる熱の供給方法を検討し 自立の可能性を示したれる熱の供給方法を検討し、自立の可能性を示した。

ガス化炉をオートサーマ
ル条件とするためのガス化
炉への入熱41MWは ＧＴ炉への入熱41MWは、ＧＴ

出口ガスにより供給可能。
1500℃級A-IGCCに対して、

タービン入り口温度上昇にタ ビン入り口温度上昇に
対応して圧力比を増大した。
最終的に、酸素製造動力込
みの効率で56.0%となる。みの効率で56.0%となる。

11担当：産総研、ＩＨＩ事業原簿 77頁

①システム検討：Ａ－ＩＧＦＣシステム計算①システム検討 システム計算

ガス化ガス成分に合わせたSOFCモデルを構築中

試計算では アノード排ガスをガス化に用いることにより効率向上試計算では、アノ ド排ガスをガス化に用いることにより効率向上
が可能であることを確認した。

12担当：産総研、ＩＨＩ事業原簿 77頁



①システム検討：効率比較
ＧＣＣ

①システム検討 効率比較

水蒸気ガス化

排熱再循環

1700℃級GT

空力性能向上（実際は噴流床では不可）

低温ガス化 最適化流動層

Ａ－ＩＧＣＣ

70
流動層ガス化

排熱再循環 空力性能向上

噴流床ガス化炉

高温ガス精製を仮定

（実際は噴流床では不可）

17.1
50

60

[%
]

57.6%
61.3%

53.3%
55.9%

蒸気
タ ビン

＋2.6% 低温化の効果
高温ガス精製を仮定

22.7

30

40

電
端

効
率 22.0

23.2
タービン

34.9

44.2

10

20

30

発
電

31.3

ガス
タービン

0

10

ガス化炉

32.7

1500℃

排 循 無 有り

800℃

13担当：産総研、ＩＨＩ事業原簿 77頁

排熱再循環 無し 有り

ガスタービン 1500℃級 1700℃級

①システム検討：Ｈ２１以降の予定①システム検討 以降の予定

A-IGCCおよびA-IGFCについて、最適化の検討を進める。
ガス化以外の構成要素について開発動向を調査するとともにガス化以外の構成要素について開発動向を調査するとともに、
その結果を踏まえてガス化温度900℃以下の最適なシステムを
選定する。

具体的にはクリーンアップ技術、ガスタービン、燃料電池、石
炭の脱水・乾燥、酸素製造装置、材料等の開発動向を踏まえて、
燃料電池の解析モデル等の改良を進めるとともに CCSシステ燃料電池の解析モデル等の改良を進めるとともに、CCSシステ
ムを組み込んだ検討を行う。

【最終目標】

・目標値 ：ガス化温度900℃以下のガス化システムの開発

・設定根拠：発電効率65％（送電端）を成立させるための石炭
ガス化条件

14



②低温ガス化（産総研、九大、ＩＨＩ）②低温ガス化（産総研、九大、 ）
低温（<900oC）における石炭水蒸気ガス化促進
→揮発成分とチャー粒子の共存による水蒸気ガス化阻害低減によるガス化促進

水素によるチャーガス化阻害素 害
1

0.5

PH2=20kPa

PH2=40kPa

H

H H Tar

H

H

熱分解工程の分離 揮発成分非存在下でのチャーガス化

0.1

0.05

1-
X,

 ｰ

PH2=10kPa

PH2=0kPa

C C

HH

チャー

熱分解工程の分離、揮発成分非存在下でのチャ ガス化
熱分解炉でのタール改質（揮発成分のタールフリー化）

0.01
0 600 1200 1800 2400 3000 3600

t,s

目 標 H19 H20-現在 今後

試作した装置の形 高濃度 高速粒子 循環流動層（分離 熱分解炉分離型循 DTF併設循環流試作した装置の形
式

高濃度・高速粒子
循環システム

循環流動層（分離
無）

熱分解炉分離型循
環流動層

DTF併設循環流
動層

熱分解炉での滞留
時間

数秒 熱分解とガス化は
同時

数分 数秒
時間 同時

石炭中のアルカリ・
アルカリ土類金属

ガス化触媒として機
能

ガス化触媒として
機能

触媒活性低下 ガス化触媒として
機能

15

チャーガス化に及
ぼすガス化阻害

阻害無 揮発分による阻害 阻害無 阻害無

②低温ガス化：熱分解炉とガス化炉の分離によるガス
化促進の一例

100

-C
]

ガス化炉温度: 1173 KSilica sand

条 件

gasガス化ガス

60

80

o
l/

10
0m

o
l

従来型（分離無）

分離による
ガス化促進

条 件
亜瀝青炭(0.5-1.0mm)
ガス化炉温度：1173 K
熱分解炉温度：973-1173 K
媒体粒子：硅砂

cyclone
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転
換

率
 [

m
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チャーのガス化による
ガス生成

従来型（分離無）
媒体粒子 硅砂

riser
gas燃焼ガス
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ガ
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へ
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転 ガス生成

熱分解によるガス生成
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Coalcom-
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燃焼炉
熱分解ガス

25
0

900 950 1000 1050 1100 1150 1200
熱分解炉温度[K]air

Coal
熱分解炉

課 題

gasifier

downer

steam

ガス化炉 1) 現在の装置では，熱分解炉とガス化炉を分離で
きてはいるが，ダウナーの機能を模擬出来ていな
いので，装置の改良が必要．
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steam

石英製熱分解炉分離型循環流動層装置

担当：産総研事業原簿 79頁



②低温ガス化：チャーによるタール改質

Bowl feeder

Pressure
Gauge

Coal Particles

②低温ガス化：チャ によるタ ル改質

Bowl feeder

T.W.V.

S.V. Tape
Heater

Temperature

Coal Particles
and Nitrogen Gas

M.F.C.

Controllers

Primary

SUS306
Thimble
Filter

Steam

M.F.C. S V

M.F.C. S.V.

Steam
generator

Primary
Pyrolysis

Zone
600°C

Char Particles

Volatiles

M.F.C. S.V.

Liquid Pump

T.W.V.
Thermocouple

N2

Cylinder Furnace
Reforming

Zone
750 ~ 900°C

Char particles

Distributor

20 mm φ

O2

Cylinder

p

Aluminum
Gas Bag

Tape Heater

Product Gases
and Tar

S.V.

17Cold Trap

M.F.C. : Mass Flow Controller
N.V. : Needle Valve
T.W.V. : Three-Way Valve Reactor details

and Tar

S.V. Manual tar sampling

担当：九大

②低温ガス化：タール改質結果②低温ガス化 タ ル改質結果
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収

GHC 0
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空管

750

LYC

800

LYC

850

LYC

900

LYC

℃ ℃

750－850℃ タールは主にコークに転換

900℃ チャ ・コ クの水蒸気ガス化 ベンゼン以外の芳香族を消去
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900℃ チャー・コークの水蒸気ガス化．ベンゼン以外の芳香族を消去

担当：九大事業原簿 80頁



③炉内流動解析(東大、産総研、阪大)

• Gs = 200 kg/(m2・s)（平成20年度目標値）を達

流動媒体の高速高密度循環システム
③炉内流動解析(東大、産総研、阪大)

Gs 200 kg/(m s)（平成20年度目標値）を達

成するような二塔式システムの構造の検討

ダウナ 熱分解炉ダウナー熱分解炉

• 熱分解炉構造（滞留時間分布・粒子密度・伝熱）

• 石炭粒子供給方法の検討と構造の最適化

数値シミュレーションによる流動の検討

•ガス化炉・粒子再循環部付近の高濃度流れの検討•ガス化炉 粒子再循環部付近の高濃度流れの検討
•ライザー・ダウナーにおける流動の検討
•数値解析手法（大規模計算 熱流動モデルなど）の検討

19

•数値解析手法（大規模計算，熱流動モデルなど）の検討

③炉内流動解析：実験結果(流動媒体の循環システム)③炉内流動解析 実験結果(流動媒体の循環システム)

サイクロン
ライザー

分散板用空気

ダウナー用空気

ライザ

粒子分散器

ダウナー
サイクロン

ダウナ 用空気

ダウナ

セパレータ

気泡流動層

20
ダウナーコールドモデル

担当：東大、産総研事業原簿 81頁



③炉内流動解析：実験結果2(粒子循環と気固分離)③炉内流動解析 実験結果 (粒子循環と気固分離)
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ライザー空塔速度とGsの関係

95
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Ugd, m/s

0
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Ugr, m/s

ライザ 空塔速度とGsの関係
ダウナー空塔速度と気固分

離効率の関係Is=49.1 kg, Ugr=8 m/sで
G =211 kg/(m2・s)を達成 I =41 2 kg U =1 3 m/sで分

21

Gs 211 kg/(m s)を達成 Is=41.2 kg, Ugd=1-3 m/sで分
離効率98.2-99.6% を達成

担当：東大、産総研事業原簿 81頁

③炉内流動解析：数値シミュレーション

結果の一例(動画）

③炉内流動解析 数値シミ レ ション

3次元大規模流動層
（粒子数 900万個）

熱流動解析 ガス化炉内流動解析

22

（粒子数 900万個）

担当：阪大



③炉内流動解析：今後の予定③炉内流動解析：今後の予定 Primary 
cyclones

Bag 
filter

Induced 
draft fan

To vent

P

実験

Gs = 200 kg/(m2・s)、高密度輸送を安
定して達成可能な 運転条件と装置構

Riser
(combustor)

dr=0.10 m
hr=15 m

Pyrolyser dd=0.20 m

AIR
ud=3 m/s
Fd=5.65 m

3/min

Downer 
distributor

ddis=0.50 m
hdis=1 m

draft fan

Impact flow meter

P

P

P

P

P
1.25 m

P

Surge

定して達成可能な、運転条件と装置構
造の検討

ダウナー出口の気固分離度の測定と最

(downer)
d

Hd=10 m

Bag 
filter

Induced

To vent
Switch 
valve

Butterfly 
valve

P

P

P

P
P

P

P

P

P

Surge 
tank 

SiO2

2m3

ダウナ 出口の気固分離度の測定と最
適構造の検討

粒子滞留時間・伝熱速度の測定
Gasifier
(bubbling fluidized bed)
d=0.5 m Ht=3.5 m

Secondary 
cyclones

separator

Induced 
draft fan

P

P

P

P

P

P

P
P

石炭の供給方法の検討
大型コールドモデルの建設（千葉）

1 m

AIR
ub=0.03 m/s
Fb=0.35 m

3/min

db=0.5 m
Hb=0.5‐2.6 m

AIR
ur=10 m/s
Fr=4.71 m

3/min

P

1.25 m P

大型循環流動層コールドモデル

(建設予定）数値シミュレーション

• ガス化炉における粒子滞留時間，高粒子炉 粒 滞留時間，高粒
循環量達成に関する検討

• ライザー、ダウナーにおける流動の検討
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• 数値解析手法（大規模計算，熱流動モデルなど）の検討

④触媒ガス化による低温ガス化の検討④触媒ガス化による低温ガス化の検討

目的 ：

①ガスタービン排熱のガス化炉への熱交換を可能とするため、極力低温でガス化でき
る手法を検討するる手法を検討する。

②低温ガス化により冷ガス効率を向上させ、さらなる発電効率向上を目指す。

（１）天然鉱物の触
媒開発（東北大学）

（２）金属精錬廃液等
の触媒開発（群馬大
学）

（３）往還型の触媒
開発（九州大学）

（４）ケミカルループガス
化法の検討（JCOAL）

学）
低コストの天然石

灰石やソーダ灰の
石炭への担持法お

Ni精錬で発生する
廃液中Niの石炭へ

の担持法および低

アルカリ金属触媒
が担体とチャーの間
を 往 還 し な が ら 、

ケミカルループに
おける酸化カルシウ
ムガス化促進剤の石炭 担持法お

よび接触ガス化法
を開発する。触媒
担持および接触ガ

適条件

温接触ガス化法を
開発する。Ni担持お

よび接触ガス化の
最適条件を探索す

を 往 還 し な が ら 、
チャーガス化とター
ル改を同時に促進
する方法を開発す

熱輸送、石炭低温
ガス化反応性の促
進、繰り返し反応・
物性変化を検討すス化法の最適条件

を探索する。

最適条件を探索す
るとともに、ガス化
灰からNiの回収法
も検討する

る。触媒損失の最
小化、担体種最適
化、最適担持率を
検討する

物性変化を検討す
るとともに、促進剤
再生の最適条件を
検討する。
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も検討する。 検討する。 検討する。



④触媒ガス研究結果および今後の実施計画

100 5
1 5 % N触媒担持あり（1 5 %N )f)

（１）天然ソーダ灰を利用したNa担持炭の
低温ガス化反応性(700℃水蒸気）

【今までの結果】
触媒研究(1)、(2)及び(3)の結果から、触媒添加によって優

れた700℃以下の低温石炭ガス化反応性が示された。また、
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ケミカルループガス化研究(4)からCaO低温ガス化促進剤の
良い繰り返し反応性が示された。

【今後の実施計画】
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700℃水蒸気ガス化

今後 実施
触媒添加による低温ガス化のタール低減、除去、及び最適

な触媒ガス化条件を検討し、ケミカルループガス化促進剤の
物性、再生条件を検討するとともに、低温ガス化プロセスを
構築する0 0.5 1 1.5 2

Reaction time, hReaction Time, h

（２）Ni精錬廃液を利用したNi担持炭の
低温ガス化反応性(500℃、水蒸気)

（３）各種往還型触媒を利用した
低温ガス化反応性(700℃、水蒸気)

構築する。

（４）ケミカルループガス化促進剤の
低温反応性(650℃、水蒸気)

700℃ 水蒸気ガス化

ガス化時間

担体種類により
触媒ガ 化活性

CaO促進剤の繰り返し反

応性は殆ど低下しない
（２回以降）

650 ℃

触媒ガス化活性
が異なる

25

ぺロブスカイト担体触媒

（６）特許、論文発表（ ）特許、論文発表

特許 件特許：１件

学術論文（査読有り）：7件学術論文（査読有り）：7件

総説、著書：３件

国際会議、プロシーディングス：9件

国内会議 口頭発表：１7件国内会議、口頭発表：１7件
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（７）成果の実用化について（ ）成果の実用化に いて
A-ＩＧＣＣの開発にあたっては、研究開発段階毎にフェーズを分割し、それ
ぞれの目標達成度により次期フェーズへの進捗を判断する。

フェーズ１ ： 原理実証（常圧）

フェーズ２ ： ベンチスケール試験（加圧）
フェーズ３ ： スケールアップ（パイロット試験 実証試験）フェ ズ３ ： スケ ルアップ（パイロット試験、実証試験）
フェーズ４ ： 商用化

ズ ズ ズ

2007～2012 2013～2018 2019～2023 2024～2028 2029～

要素試験 ベンチ試験 ﾊﾟｲﾛ ﾄ試験 実証試験 商用化

2007～2012 2013～2018 2019～2023 2024～2028 2029～

要素試験 ベンチ試験 ﾊﾟｲﾛ ﾄ試験 実証試験 商用化

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３ フェーズ４

要素試験
高濃度粒子循環
流動層炉に環流
動層炉による低
温ガス化の可能

ベンチ試験
プロセス確認

ﾊ ｲﾛｯﾄ試験
ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄに
よる連続試験

実証試験
実証機による
連続試験

商用化
商用運転

(スケールアップ
の確認)

(スケールアップ
の確認)

要素試験
高濃度粒子循環
流動層炉に環流
動層炉による低
温ガス化の可能

ベンチ試験
プロセス確認

ﾊ ｲﾛｯﾄ試験
ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄに
よる連続試験

実証試験
実証機による
連続試験

商用化
商用運転

(スケールアップ
の確認)

(スケールアップ
の確認)

常圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験
（0.1t/d） （5t/d） （150t/d） （2000t/d）

性追求
の確認) の確認)

常圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験 加圧HOT試験
（0.1t/d） （5t/d） （150t/d） （2000t/d）

性追求
の確認) の確認)
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スケールアップ：10倍（大型炉）～50倍（小型炉）

各フェーズ毎に５年間の研究期間が必要

事業原簿 92頁
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参考資料１ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

国 民
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１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題その他社会的ニーズ

関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある 7 名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構研究評価広報部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
平成 19 年度に開始された「戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発」プロジェクト

を評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ

ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 
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４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべき者である。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、研

究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-4 頁参

照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 
プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
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評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・「エネルギーイノベーションプログラム」の目標達成のために寄与してい 

るか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 

 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んだうえ

で活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環
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境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
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※全体に関する評価、個別テーマ（１）石炭利用プロセスにおける微量成分

の環境への影響低減手法の開発「②高度除去技術」、個別テーマ（２）次世

代高効率石炭ガス化技術開発については以下の「基礎的・基盤的研究開発の

場合」の基準を適用。 

 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 
(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(5)成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの
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か。 

 

 

４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 

・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※個別テーマ（１）石炭利用プロセスにおける微量成分の環境への影響低減手

法の開発「①微量成分の高精度分析手法の標準化に資するデータ蓄積」につい

ては以下の「知的基盤・標準整備等の研究開発の場合」の基準を適用。 

 

３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は公開性が確保されているか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(5)成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
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４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 

・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 

 
 

・  
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標準的評価項目・評価基準（中間評価） 

２００８．３．２７ 
【中間評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 
標準的評価項目・評価基準は、第１７回研究評価委員会（平成２０年３月２

７日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が
標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 
 
ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの中

間評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 
 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
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(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
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・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)事業化までのシナリオ 
・ コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化までの期間、事業化

とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 
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(3)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 
 
＊基礎的・基盤的研究開発の場合 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
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４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 
 
＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は公開性が確保されているか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
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・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 
・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 
・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 
(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 



 
 

 

本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術
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